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第 1 章 
序論 
 
1.1 研究背景 
 近年，高速道路トンネルにおいて，舗装版の隆起等の変状が発生して走行性やトンネル
の安全性に問題が生じることがある．このような問題を有する道路，鉄道トンネルはイン
バート部に変状が生じ，また供用後年数を経過しているものが多い(図 1.1.1)1)．変状原因と
しては塑性圧によるものがほとんどである．この塑性圧は粘土鉱物が吸水膨張することで
劣化が進行し，塑性域が拡大したことにより発生したものと考えられる． 
 
 
図 1.1.1 路盤隆起を生じたトンネルの分布 1) 
 
 既存の対策工において，インバート補強工が最も変状抑制効果が高い．しかし，その場
合にはトンネル下部の掘削を伴うため，一定の期間トンネルを全面通行止め等の交通規制
が必要となる．高速道路では通常交通量が多いため，交通規制を行うと，渋滞の発生や長
距離の迂回を余儀なくされることによる，社会的，経済的な影響が大きい． 
各高速道路株式会社(NEXCO)の施工事例では，変状した暫定二車線トンネルへのインバ
ート設置を，四車線化の交通切替えのタイミングを利用し，新設トンネルに交通を切り替
え，対象トンネルを通行止めにして施工した事例や，四車線化供用後に変状していないト
ンネルを一時的に対面通行させて施工した事例がある．これらの場合，新設側のトンネル
や一方のトンネルに単に交通を切り替えるだけでなく，対象トンネルの前後を含めた路線
を対面交通とするとともに，トンネル内設備の変更・追加等，高速道路特有の配慮が必要
になっている．このように，これまでの高速道路における供用線でのインバート追加設置
                                  第 1 章 序論 
- 2 - 
 
の施工事例は，すべて対象トンネルを全面通行止めにして施工されており，供用しながら
施工された例はない． 
今後暫定二車線区間での変状事例が増加している中で，供用中のトンネルにおいても，
四車線化工事の前に変状対策工としてインバートを設置しなければならない区間が生じる
ことも考えられる．また，迂回路の確保が困難の場合や，長期間の通行止めによる工事の
実施が不可能な場合は，これまでの施工事例のように，全面通行止めで施工を行うことが
できない． 
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1.2 研究目的 
 二車線トンネルの片側の交通を確保したままでの施工が可能であるインバート施工方法
の確立が必要であると考えられ，NEXCO 総合技術研究所，施工技術総合研究所，首都大学
東京による研究グループにより，供用中トンネルの片側の交通を確保したままでのインバ
ート施工が可能な，コンクリートと鋼管による複合構造のインバート補強工（以下，複合
構造インバート）（図 1.2.1）の研究が開始された．複合構造インバートを現場で適用する
ためには，施工上・構造上の観点やコスト面から評価したフィージビリティースタディを
実施する必要がある．そこで，本研究では，現場適用に向けてこれらの施工上，構造上の
観点に着目し，二次元解析によるパラメトリックスタディと三次元解析による施工過程を
考慮した構造照査により最適な構造や施工手順を提案することを目的とした． 
 
 
 
図 1.2.1 コンクリートと鋼管による複合構造インバート補強工 
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1.3 論文構成 
本論文構成について記す．本論文は 7 章から構成されている． 
 第 1 章では，本論文の研究背景と研究目的，および論文の構成について記した． 
 第 2 章では，トンネルの舗装版の隆起等の変状現象について整理し，変状の原因や対策
工ついてまとめた．また，本研究の数値解析において参考としている盃山トンネルの事例
についてまとめ，本研究の目的を明確にした． 
 第 3 章では，複合構造インバートの基本構造の概要について記した． 
 第 4 章では，複合構造インバートに関する既往研究をレビューし，本論文の着眼点を記
した． 
 第 5 章では，2 次元数値解析を用いて，複合構造インバートの構造を検討した． 
 第 6 章では，3 次元数値解析を用いて，施工手順を検討することで，施工過程を考慮した
構造照査を行った． 
 第 7 章では，本論文の結論及び今後の課題について記した． 
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第 2 章 
トンネルの変状現象 
 
2.1 トンネルに生じる変状と原因 
 本節ではトンネルに生じる変状現象と変状要因について記す． 
 
2.1.1 変状現象の分類 
 トンネルの変状メカニズム 1)によると，トンネルの変状は「完成したトンネルにおいて土
圧や水圧などの外力の発生，支持力不足による沈下，材料劣化，設計・施工の欠陥などを
原因として，トンネルとしての機能が阻害されている状態．あるいは，放置すればその恐
れがある状態．」と定義している．変状現象は多様であり，覆工に現れる覆工のひび割れ・
剥離・剥落だけでなく，路盤，坑門および周辺地山などにも変状が現れることがある．こ
れらの現象を変状が発生している部位ごとに整理すると，図 2.1.1のようになる． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
ひび割れ 
食い違い 
前傾・沈下・落盤 
沈下・陥没 
滑動 
舗装版の隆起や軌道狂い 
コンクリート部のひび割れ・変形 
排水溝のひび割れ・変形 
路盤の隆起・沈下 
噴泥 
監視道路や中央通路のひび割れ・変形 
材料の劣化 トンネルの変状 
覆工に現れるもの 
路盤に現れるもの 
坑門に現れるもの 
地山に現れるもの 
ひび割れ 
目地切れ 
食い違い 
剥離・剥落 
側壁の沈下 
変形 
漏水 
土砂流入 
つらら・側氷 
 
ひ び 割 れ ( 広
図 2.1.1 トンネル変状の分類 1)(一部加筆) 
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2.1.2 変状原因の分類 
 トンネルの変状原因は図 2.1.2 に示すように，外因(外力や環境等の外的要因)と内因(材
料や設計，施工等に起因する構造的要因)に大別される．また，外因と内因はそれぞれ図 2.1.3，
図 2.1.4 のように細分化できる．トンネルの変状現象の多くは複数の原因によって生じる
ため，外因と内因の組み合わせによって変状原因を推定しなければならない． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
材料 
設計 
内因 施工 
変状を 
生じさせる要因 
外力 
環境 
外因 
図 2.1. 2 トンネルの変状の分類 1) 
近接施工 
偏圧・斜面クリープ 
地すべり 
塑性圧 
地山の緩みによる鉛直圧 
凍上圧 
水圧 
地盤沈下 
地耐力不足 
地震 
外因 
外力 
地殻変動 
その他(列車振動・空気圧変動等) 
漏水 
有害水 
経年(中性化) 
凍害 
塩害 
煙害 
火災 
環境 
図 2.1.3 外因の分類 1) 
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アーチ背面の空隙 
異常凝結 
アルカリ骨材反応 
骨材中の泥分 
温度応力 
養生不良 
乾燥収縮 
型枠の早期脱型 
脱型時の偶発的な荷重 
不等沈下 
内因 
材料 
側壁部(側部)空隙 
不均質な打設 
打設の中断(コールドジョイント) 
型枠の沈下 
打ち継ぎ目の施工不良 
沈下(急激な打ち込み) 
支保工の沈下・振動 
押さえ盛土不足 
防水不良 
巻厚不足 
側壁直 
抱きコンクリート不足 
インバート無し 
排水工不良 
断熱工無し 
施工 
設計 
 
養生に関するもの 
 
打設に関するもの 
図 2.1.4 内因の分類 1) 
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2.2 変状事例と原因 
 2.1節ではトンネルに生じる変状現象についてまとめたが，本節では路盤の盤膨れを生じ
たトンネルを中心に変状現象の事例と推察される原因についてまとめる．表 2.2.1 は供用
後に，舗装版の隆起等の盤膨れ変状が発生し，インバートを設置した施工事例である．本
節ではこれらの施工事例について変状現象の事例と推察される原因を記す．また，本節は
参考文献 1),2)を基にまとめた． 
 
 
 
 
新設 改築
1992.2 1998.11
L=684m L=70m
1990 1997
L=683m L=379.5m
1990 1997
L=2609.5m L=1505.5m
1991 2002
L=1234m L=133.65m
1993 2003
L=3998m L=2674.7m
1992.6 1992
L=875m L=60m
1979 1981
L=770m L=40m
1996.1 --
L=1062m L=20m
1991.3 1995.2
L=983m L=21m
1965頃 --
L=185m L=185m
1978 2001
L=2620m L=24m
-- 2002
L=1013m L=42m
1979.11 1995.9
L=516m L=93m
1982 1999
L=1045m L96=m
1966 1970(一次)
L=2376m L=30m
1967.9 1977(一次)
L=1776m
L=50m
164m
1971.2 1977
L=5849m L=131m
1975.1 1946
L=1236m L=155m
1938.3 1946
L=1023m --
1926.11 --
L=711m --
1969.6 1987
L=4523m L=24m
22 新潟県水路トンネル 矢板工法 ○*3
インバート接合
部の改築
活線
(土留め杭)
活線(桟橋)
内巻工を含む
インバート設置
後，
覆工に二次変状
インバート設置
後，
覆工に二次変状
覆工改築を
含む
一車線からの
二車線活線拡幅
(土留め杭)活線
(土留め杭)
活線
(土留め杭)
活線
(桟橋)
一次
漏水処理，裏込め注入
二次
落下防止網設置
ロックボルト工，SFRC吹付け
二次
ロックボルト，裏込め注入
SFRC吹付け
インバート未設置区間にはｽﾄﾗｯﾄを
設置
インバート設置区間以外に
インバートロックボルトと
路盤鉄筋コンクリートによる区間有
路盤鉄筋コンクリート
グランドアンカー
インバートロックボルト
路盤鉄筋コンクリート
*1：変状対策としてインバート設置したが，その後二次覆工等に変状現象が現れたため，インバート設置を一時対策，二次覆工への対策を二次とした．
*2：路盤コンクリート対策のため，インバート設置と区別するため△とした．
*3：水路対策トンネルのため建設当時からインバートは設置されていたものと判断(文献では詳細不明)して，異bなーと改築として扱っている．
ロックボルト(事前補強)
裏込め注入
ロックボルト(事前補強)
排水ボーリング
ロックボルト(事前補強)
ひび割れ補修工
裏込め注入
排水ボーリング
インバート改築(RC構造)
アースアンカー(事前補強)
覆工打ち換えを含むインバート設置
クラック補修工，裏込め注入
補強ロックボルト，排水ボーリング
ロックボルト(事前補強)
ロックボルト工(事前補強)
インバート施工に至るまでに路盤
下補強工としてのロックボルト工，
マイクロパイル工を施工
ロックボルト工(事前補強)
インバート施工に至るまでに路盤
下補強工としてのロックボルト工，
マイクロパイル工を施工
インバート吹付けコンクリート
インバートロックボルト
ロックボルト(事前補強)
応急:センタードレーン水の
切り回し
ひび割れ注入
インバートロックボルト
増し打ちコンクリート
13
14
15
18
19
20
7
8
9
10
11
12
一般県道宮古港線
小山田トンネル
1
2
3
4
5
6
国道58号
宜名真トンネル
一般国道13号
東栗子トンネル
JR信越本線
塚山トンネル
JR只見線
六十里越トンネル
JR室蘭本線
礼文浜トンネル
JR牟岐線(四国)
烏山トンネル
Hトンネル
県道大沢西宮線
盤滝トンネル
(北工区)
一般国道353号
猿倉トンネル
一般国道112号
月山トンネル
山形47号国道
長尾トンネル
一般国道7号
きみまちトンネル
上信越自動車道
浅間山トンネル
(下り線)
長崎自動車道
うれしのトンネル
(Ⅰ期線)
長崎自動車道
俵坂トンネル
(Ⅰ期線)
山形自動車道
盃山トンネル
(Ⅰ期線)
上信越自動車道
八風山トンネル
(Ⅰ期線)
国道231号
黒岩トンネル
○
○
○
○
○
○
○
16
17
JR内房線
岩富トンネル
JR函館本線
神居トンネル
21
○
△*2
△*2
○
○
(一次)
*1
○
(一次)
*1
○
○
○
○
- -
○
○
○
○
○
○
○
○
○
矢板工法
矢板工法
矢板工法
矢板工法
(木製)
矢板工法
(木製)
矢板工法
矢板工法
矢板工法
矢板工法
矢板工法
矢板工法
矢板工法
NATM
NATM
NATM
(CⅡ)
矢板工法
NATM
(CⅡ)
NATM
その他の対策工 備考 事例収集
対象
NATM
NATM
NATM
○
○
○
インバート
No. トンネル名 完成年
トンネル延長
インバート施工
施工延長
支保方式
表 2.2.1 インバート施工事例 
                           第 2 章 トンネルの変状現象 
- 10 - 
 
2.2.1 変状事例 
 表 2.2.1 に示した供用後にインバートを設置した施工事例のトンネルの変状現象を表
2.2.2に示す． 
前述の図 2.1.2を参考に，インバート補強工が採用されたトンネルでの変状現象の特徴
を以下に示す． 
1. 17 トンネルおいて，路盤に隆起，沈下等の変状現象が発生している． 
2. 路盤に変状が生じている 17 トンネルのうち，烏山トンネル（鉄道），岩富トンネル（鉄
道）は路盤の沈下であり，これらを除いた 15 トンネルは路盤の隆起である． 
3. 路盤の隆起が発生しているトンネルには，鉄道，道路に関係なくコンクリート盤や排水
溝のひび割れ，変形が生じているトンネルもある． 
4. 覆工への変状現象としては，天端および側壁のひび割れ，食い違い，圧ざ，はく離，は
く落，側壁の押し出しとして発生している． 
5. 塚山トンネル（鉄道）・六十里越トンネル（鉄道）においては，変状対策としてのイン
バート設置後，新たに覆工にひび割れ，圧ざ，剥離等の変状が生じ，二次対策としてロ
ックボルト工，鋼繊維補強吹付けコンクリート内巻工を追加で施工している． 
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表 2.2.2 変状事例 2) 
トンネル名
完成年
延長
支保方式 主な変状現象
上信越自動車道
浅間山トンネル
（下り線）
1922
684m
NATM
①舗装版の隆起，舗装版のクラック，供用後の最大盤膨れ量は
110mm（最大39mm/年）②内空変位は，数mm程度の縮小傾向 ③天
端付近に一部縦断方向クラック
長崎自動車道
うれしのトンネル
（Ⅰ期線）
1990
683m
NATM
①供用前から，路面隆起，覆工ひび割れ，監査廊，円形水路，縁
石，ハンドホールの変状 ②舗装版隆起（累積160mm）③覆工コン
クリートひび割れは，側壁部トンネル縦断方向で顕著（一部5mm
以上の段違いやトンネル断面も縮小）
長崎自動車道
俵坂トンネル
（Ⅰ期線）
1990
2609.5m
NATM
①舗装版のひび割れ・隆起（累計175mm）②縁石，円形水路の変
状  ③覆工ひび割れ（SL付近水平，脚部斜め，横断方向）
山形自動車道
盃山トンネル
（Ⅰ期線）
(2003年)
1991
1234m
NATM
覆工コンクリートひび割れ（天端・側壁部の縦断方向発生）（建
設時に変位が大きかった区間に隣接）
上信越自動車道
八風山トンネル
（Ⅰ期線）
1993
3998m
NATM
①舗装版の隆起・クラック ②覆工ひび割れ（舗装版変状個所では
横断方向，舗装版の変状の少ない個所では縦断方向が卓越）
県道宮古港線
小山田トンネル
1992
875m
NATM
①舗装版の盤膨れ（最大25cm，変位速度10～28mm/月），舗装に
亀裂・目地切れ・段差 ②側壁部の押出し（内空変位2～ 3mm/6ヶ
月）
国道231号
黒岩トンネル
1979
770m
矢板工法
①舗装版の盤膨れ（約15mm/年，約75mm/5年）②覆工天端や側壁
にひび割れ（ひび割れ発生時期に盤膨れが一時的に停止）
Ｈトンネル
1996
1062m
NATM
①路面の盤膨れ50mm程度（変位速度2～4.4mm/月）監査通路沿い
の縁石の開口（インバートなし区間）②覆工SL付近の縦断方向と
横断方向クラック（インバート区間）
盤滝トンネル
1991
983m
覆工コンクリートのひび割れ一部滑落
国道112号
月山第一トンネル
1978
2620m
矢板工法
①路面隆起（最大9cm，最大2.5cm/年） ②断面収縮（最大2.4mm/
年）
国道7号
きみまちトンネル
1979
516m
矢板工法
舗 装 版 隆 起 （ 発 見 時 60mm-->114mm） ， 舗 装 版 クラ ック （幅
0.5mm）側壁段差（max18mm），側壁の押し出し
国道58号
宜名真トンネル
1982
1045m
矢板工法 ①舗装版の隆起  ②クラック側溝の段差，破損
国道13号
東栗子トンネル
1966
2376
矢板工法 覆工コンクリートの圧ざ・剥離・浮き
JR信越本線
塚山トンネル
1679
1776m
矢板工法
①一次変状：待避所のひび割れ・噴泥・断面縮小（側壁の押出
し，側溝の変形） ②覆工のひび割れ・圧ざ・剥落 ③二次変状：覆
工天端のモルタル剥離やひび割れ
JR只見線
六十里越トンネル
1971
5849m
矢板工法
①一次変状：盤膨れ，側壁の押し出し ②二次変状：側壁および
アーチ肩部に水平ひび割れ天端に一部圧ざ（インバート設置区
間） ③舗装版の隆起，サイドドレーンの変状（インバート未設置
区間）
JR室蘭本線
礼文浜トンネル
1975
1236m
矢板工法 盤膨れ（約15mm/年）
JR牟岐線
烏山トンネル
1938
1023m
矢板工法
舗装版コンクリート下の地山の流出 ,舗装版コンクリートの破壊・
沈下
JR内房線
岩富トンネル
1926
711m
矢板工法
舗装版コンクリート下の地山の流出 ,舗装版コンクリートの破壊・
沈下
JR函館本線
神居トンネル
1969
4523m
矢板工法
①インバート端部と側壁脚部の接合部の圧縮破壊インバートの隆
起  ②覆工ひびわれ，アーチ部に一部圧ざ・剥離軌道狂い  
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2.2.2 変状原因 
盤膨れを生じたトンネルの推定変状原因を表 2.2.3に示す． 
図 2.1.3に基づき，インバート補強工が採用されたトンネルでの推定変状原因の特徴を
以下にまとめて示す． 
1. 変状原因の外因（外力）としてはほとんどが塑性圧となっている． 
2. 塑性圧の要因としては地山強度比が低いこと，膨張性粘土鉱物の存在することが挙げ
られる． 
3. その他の外因（外力）としては緩み圧，地質構造に起因する偏圧がある． 
4. 宜名真トンネルと東栗子トンネルは偏圧を変状原因として挙げているが，地形に起因
するものではない．宜名真トンネルの場合には衝上断層の影響を受けた著しい岩質の
硬軟の変化，東栗子トンネルの場合は層理による影響に起因するものである． 
5. 塑性圧，緩み圧，偏圧以外の外力としては盤滝トンネルでの地震，鉄道トンネルでの
列車振動が挙げられる． 
6. 外因（環境）としては水による劣化が挙げられる．水による劣化は塑性圧が作用した
と考えられる多くのトンネルで見られており，水の存在がスレーキング等を生じさせ
ることにより塑性圧の誘因となっていることが考えられる 
7. 内因としてはインバートの無い構造があげられる．その他の内因としては側部の空隙，
巻厚不足等の施工に関するものと，側壁が直壁になっているなどの設計に関するもの
がある． 
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表 2.2.3 変状原因 2)一部修正 
トンネル名 主な変状原因
上信越自動車道
浅間山トンネル
（下り線）
①トンネル掘削による緩みから塑性域が拡大，塑性圧が発生 ②変状区間の凝灰角礫岩
は，安山岩との層境にあり，熱変質作用を受け，膨張性粘土鉱物を含有 ③劣化しやすい
地質である舗装版下の地山が，湧水および交通振動により塑性化 ④側壁下部の地下排水
工の水位変動に伴う地山の乾湿繰り返しが側壁脚部地山の劣化を誘発
長崎自動車道
うれしのトンネル
（Ⅰ期線）
①周辺地山に膨張性粘土鉱物を含有 ②トンネル掘削に伴う応力解放により，低い拘束圧
下におかれた粘土鉱物が吸水膨張することで劣化が進行 ③劣化の進行により，塑性域拡
大が徐々に進み，塑性圧の増大を引き起こした ④インバート未設置区間では，構造的に
耐力が小さく路盤の盤ぶくれや円形水路の変状を引き起こしやすかった
長崎自動車道
俵坂トンネル
（Ⅰ期線）
周辺地山の地山強度比が低く，スレーキングをおこしやすい物性であるため，掘削によ
る応力解放および吸水により劣化が進行し，塑性域拡大を起こし土圧が増大
山形自動車道
盃山トンネル
（Ⅰ期線）
(2003年)
①天端ひび割れ：緩みによる鉛直圧および地山強度の低下による塑性圧の影響 ②側壁ひ
び割れ：山側の熱水変質風化流紋岩（著しく熱水変質を受け軟質化）の影響による塑性
圧
上信越自動車道
八風山トンネル
（Ⅰ期線）
①供用後に中央排水などからの漏水により，トンネル施工基面の地山が吸水劣化（ス
レーキング）し，地山強度が低下（スメクタイトを一部含む）②地山強度の低下によ
り，トンネルに作用する土圧が，舗装版部分に回りこみ，盤膨れを引き起こした
県道宮古港線
小山田トンネル
①変状区間の地質が断層破砕帯，熱水変質の作用を受けた軟質花崗岩 ②掘削時に周辺
地山の緩みが，塑性地圧が舗装版部に作用（一軸圧縮強度45～170kgf/cm2，地山強度比2
～3程度）③花崗岩中に含まれるモンモリロナイトが地下水と反応しの劣化を促進
国道231号
黒岩トンネル
トンネル周辺に存在する変質粘土部の膨張モンモリロナイト（最大48％），クリストパ
ライトを含有一軸圧縮強度：弱変質部200～500kgf/cm2，強変質部200kgf/cm2以下（粘土化
ゾーン）スレーキング（吸水膨張圧：拘束圧力2.5kgf/cm2において吸水膨張停止）
Ｈトンネル
水によって劣化しやすい強変質凝灰岩が分布している区間に水が回り，トンネル周辺の
塑性化領域が竣工後発生し，インバートのない部分では盤膨れ，インバートのある部分
では覆工のクラックとして発生
盤滝トンネル 阪神・淡路大震災
国道112号
月山第一トンネル
①地質が安山岩類，火山礫凝灰岩～凝灰角礫岩の断層破砕帯にあたり，破砕，変質して
おり，粘土化も進行し脆弱であったため，強度不足に起因する塑性域の進行に伴う地圧
の増大 ②膨潤性のある粘土鉱物を含み，掘削に伴う応力解放と時間経過により地山が
劣化し変状
国道7号
きみまちトンネル
緩んだ地山への地下水の供給による膨潤圧の発生（変状集中区間の地山は軽石凝灰岩と
泥岩からなり，激しい膨潤性を有する）
国道58号
宜名真トンネル
①衝上断層の影響を強く受けた泥質片岩～泥質千枚岩が脆弱（粘土）化し，塑性圧を発
生させた ②特に石灰岩と泥質片岩～泥質千枚岩が接する近傍ではその傾向が著しく，
お互いの強度の差異によるトンネル周辺の応力不均衡も変状の原因と考えられた
国道13号
東栗子トンネル
①地質的に主体となる泥岩が層理・節理が発達し崩壊しやすい岩質のため，偏った荷重
や集中荷重が発生した ②覆工背面と地山の空隙が緩み，地圧が増加した ③排ガスの酸
化作用による覆工表面の中性化など
JR信越本線
塚山トンネル
①一次変状：泥岩中の湧水の浸透と列車走行による振動で，泥岩が泥ねい化し，これに
より噴泥が生じ，さらに強度低下したことによって，塑性圧が発生した②二次変状：イ
ンバートの設置により，覆工に大きな軸力発生
JR只見線
六十里越トンネル
①一次変状：塑性圧 ②二次変状：インバートの設置後，覆工背面の空隙や縦長のトンネ
ル形状が原因となり，覆工弱点部にひびわれが発生トンネル耐力以上の大きな塑性圧  ③
側壁が直で側圧に弱い構造であったこと，全体的に巻厚不足
JR室蘭本線
礼文浜トンネル
塑性圧破砕部や変質部はモンモリロナイトを含有，浸水崩壊度Ｄ
JR牟岐線
烏山トンネル
列車振動（地山の劣化，水圧）地下水の作用
JR内房線
岩富トンネル
列車振動（地山の劣化，水圧）地下水の作用
JR函館本線
神居トンネル
最大20％程度塑性地圧
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トンネル名
盃山トンネル（Ⅰ期線） 浅間山トンネル（下り線）
うれしの・俵坂トンネル
（Ⅰ期線）
八風山トンネル（Ⅰ期線）
路線名 山形自動車道 上信越自動車道 長崎自動車道 上信越自動車道
施工延長 134m 70.0ｍ
うれしの379.5m
俵坂1505.5m
東1337ｍ
西1289ｍ
インバート構造
t=450，R3=13,100
（注:R1=5,000）
t=450R3=10,000
（注:R1=5,000）
t=450，R3=10,200
（注:R1=5,100）
非常駐車帯R3=15,100
t=450，R3=10,200
（注:R1=5,100）
非常駐車帯R3=15,200
施工形態 Ⅱ期線工事完成時
四車線化供用後のインバート
施工
Ⅱ期線工事完成時
Ⅱ期線工事完成時
（ただしⅠ期線は避難坑を有
するトンネル）
交通規制
Ⅱ期線に交通を切り替え，全
面通行止めで施工
266m/48日で施工
上り線を一時的に対面交通と
して全面通行止めで施工（緊
急車両の通行を確保）
70m/14日で施工
Ⅱ期線に交通を切り替え，全
面通行止めで施工
Ⅱ期線に交通を切り替え，全
面通行止めで施工（緊急車両
の通行を確保）
東1337m/140日で施工
西1289m/163日で施工
施工方法
（掘削間隔）
抜き掘り方式（左右一体）
(3.5m，7.0m)
片側連続施工
(25.0m)
抜き掘り方式（左右一体）
(3.5m)
片側施工
(6.2～12.7ｍ)
事前補強 事前の補強無し．
舗装版を除いた場合の押し出
し対策としてロックボルトに
より事前補強．
L=5.0m×6本＠1.2m
Aパターン事前補強なし．Bパ
ターン変位の大きい区間にお
いて舗装版を除いた場合の押
し出し対策としてロックボル
トにより事前補強．Cパターン
は計測値によってロックボル
トを追加．
L=5.0m×6本＠1.2mor1.0m
事前の補強無し．
覆工への
影響低減対策
覆工コンクリートの施工継ぎ
目部の3.5m間を先行施工．そ
の後，残りを7.0m×1回または
3.5m×2回で施工．
覆工沈下防止の為の覆工受け
（25tジャッキ）を1スパン当た
り4基配置．早強コンクリート
の採用.
・3.5m毎に施工（覆工施工継
ぎ目部先行施工）
・取り壊しからコンクリート
打設までを1日で施工
・早強コンクリートの採用
・隣接ブロックは先行部の強
度確認後（約1週間）
・施工箇所を2箇所での施工は
100m以上離して施工
インバートの施工の前に覆工
施工継ぎ目の根足部に1～4mの
間，覆工受けコンクリート
（早強：24N/mm2）を先行打
設．
計測工
内空変位測定
覆工沈下測定
地中変位測定
内空変位測定
地中変位測定
ロックボルト軸力測定
インバート応力測定
覆工応力測定
坑内温度測定
内空変位測定
覆工沈下測定
地中変位測定
ロックボルト軸力測定
インバート応力測定
クラック測定
地中沈下測定
内空変位測定
覆工沈下測定
吹付けｺﾝｸﾘｰﾄ応力測定
鋼アーチ支保工軸力測定
2.3 盤膨れ変状の対策工 
 表 2.2.1 で示した供用後にインバートを設置した施工事例の高速道路トンネルについて
の対策工について取り上げ，対策工の機能について記す． 
 
2.3.1 対策工の施工事例 
 供用後に舗装版の隆起等の盤膨れ変状が発生し，インバートを設置した高速道路トンネ
ルの施工事例を表 2.3.1 に示す．なお，施工延長は改修によってインバート設置した延長
距離である． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
表 2.3.1 高速道路トンネルの施工事例 2) 
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 高速道路トンネルの施工事例において，施工時の交通規制やインバート構造の特徴，効
果についてまとめ，以下に示す． 
 
1) 施行時の交通規制 
① 高速道路トンネルの施行事例では，すべて全面通行止めで施行されている． 
② 高速道路での施工事例のうち，浅間山トンネルは四車線化供用後に変状していな
いトンネルを一時的に対面通行させて施工した事例で，その他の事例は，四車線
化の交通切換えのタイミングを利用して施工されている． 
③ 車線切り替え等を行うため，渡り線の設置，トンネル内設備(非常用設備，照明設
備，換気設備等)を変更している．そのため施工費用に大きな影響を与えている． 
2) インバート補強工の構造と効果 
 表 2.3.2に高速道路トンネルの施工事例のインバート構造を示す． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
① 道路トンネルでのインバート半径 R3 は，設計要領第三集に示される R3 より小
さい，上半半径 R1 の 2 倍程度の事例が多い． 
② インバートの巻厚は 45cm 程度である． 
③ 側壁コンクリート脚部とインバートコンクリートの施工継ぎ目部は，できるだ
け軸線と直交するよう側壁コンクリート脚部をカッターにより切断し，軸力が
スムーズに伝達されるようにしている． 
表 2.3.2 インバート構造 2) 
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内空断面
保持機能 ◎ 必要な内空断面を保持する． ◎
断面を閉合することにより，側圧，盤膨れに対
し，必要な内空断面を保持する．
防水機能 ◎
高い防水性を確保することで，漏水落下による
視野障害，路面の摩擦抵抗の急激な変化，寒冷
地におけるつらら・結氷・路面凍結，側壁の汚
れによる快適性の低下，坑内諸設備の絶縁不
良・腐食などを防止する．
○
地山劣化を防止し，変状発生を抑制することに
より，覆工の安定性を向上させることから変状
による漏水を防止する．また，路盤からの湧水
を遮断し，防水性の向上に寄与する
耐火機能 ◎
火災中の高温による地山や支保の著しい損傷を
防ぎ，トンネル崩壊を起こさない．また，火災
終了後にわずかな補修補強によって再使用でき
る．
保守管理
機能 ◎
覆工表面を目視観察しやすく保つことで，供用
中のトンネル変状の兆候を早期に発見する．
内装機能 ◎
内装工を設置し側壁の輝度を高く保つことで，
前方の障害物の視認性向上，心理的圧迫感の軽
減を図る．また，換気においては，通気抵抗を
小さく抑え効率を上げる．
トンネル
内施設
保持機能
◎
照明・換気・非常用などの諸設備，およびこれ
らを機能させるための電力・信号ケーブル類の
取り付け性を確保する．
○ 側圧，盤ぶくれに対抗することにより，諸設備の変状を抑止する．
余力保持
機能 ○
支保工の品質の不均一性や経時劣化，緩み，あ
るいは異常降雨に起因する水圧上昇など将来の
不確定な要因により覆工に追加の荷重が作用す
ることを想定して，荷重に耐えうる余力を保持
する．また，あらかじめ想定することが難しい
地震等の荷重に対しても余力を保持する機能を
有する．
◎
支保工の品質の不均一性や経時劣化，緩み，あ
るいは異常降雨に起因する水圧上昇など将来の
不確定な要因により覆工に追加の荷重が作用す
ることを想定して，荷重に耐えうる余力を保持
する．また，あらかじめ想定することが難しい
地震等の荷重に対しても余力を保持する機能を
有する．
変形性能
保持機能 ○
破壊に至るまでの変形が大きく，覆工構造の崩
壊が一気に進展しない．また，あらかじめ想定
することが難しい地震等の荷重が作用した場合
についても変形保持機能を有する．
◎
インバートが設置されることにより，軸力卓越
の応力分布状態となりトンネルの耐荷力が向上
する．すなわち，変形保持に対する機能を有す
る．
構造的
安定機能 ○
インバートや梁盤コンクリートを設置すること
で，側圧の増大，偏圧の作用，覆工脚部の支持
力不足に対する構造的安全性を確保する．
◎
インバートや梁盤コンクリートを設置すること
で，側圧の増大，偏圧の作用，覆工脚部の支持
力不足に対する構造的安全性を確保する．
付加外力
支持機能 ○
覆工施工後の水圧の回復，切土・盛土・双設ト
ンネル・近接施工などの予め判明している要因
により土圧や水圧が変化し，外力が作用する場
合に，これを支持する．内水圧，外水圧，グラ
ウト注入圧について構造物としての安定性を保
持する．地震荷重を載荷して検討する場合に地
震時の安定性を保持する．
◎
覆工施工後の水圧の回復，切土・盛土・双設ト
ンネル・近接施工などの予め判明している要因
により土圧や水圧が変化し，外力が作用する場
合にこれを支持する．内水圧，外水圧，グラウ
ト注入圧について構造物としての安定性を保持
する．地震荷重を載荷して検討する場合に地震
時の安定性を保持する．また，車両振動が直接
路盤に作用しないため，地山の劣化を抑制す
る．
支保工
補完機能 ○
トンネルの変形が収束しない状態で覆工を施工
し，支保工に追加してトンネルの安定に必要な
拘束力を与える．
◎
トンネルの変形が収束しない状態で覆工を施工
し，支保工に追加してトンネルの安定に必要な
拘束力を与える．
機能 覆工 インバート
凡例：◎：重要度の高い役割・機能　○：一般的に必要な役割・機能
供
用
性
に
関
す
る
機
能
不
確
定
要
素
に
関
す
る
機
能
力
学
的
な
機
能
2.3.2 対策工の機能 
 舗装版の隆起等の盤膨れ対策工として，インバート補強工と路盤下補強工がある．これ
らの対策工の機能について記す． 
 
1）インバート補強工 
 インバートの機能を明確にするため，覆工の機能との比較を表 2.3.3に示す． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
表 2.3.3 道路トンネルでの覆工・インバートの機能 2) 
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覆工の機能は，供用性について，重要度の高い機能を有しており，不確定要素に関する
機能，力学的な機能については，一般的に必要な機能とされている．インバートについて
覆工と同様な方法で分類すると，不確定機能に関する機能，力学的な機能が重要度の高い
機能と考えられる．また，供用性に関する機能では，防水機能，トンネル内施設の保持機
能について一般的に必要な機能を有すると考えられる．これらのことより，インバートの
機能は，以下のとおりであると考えられる． 
① 盤膨れを抑制する 
② トンネルに作用する側圧に対抗し，側壁の押出しを防止する 
③ 路盤の地山劣化を防止する 
④ 路盤の地耐力を補う 
⑤ 覆工に発生する曲げモーメントを小さくし，軸力をスムーズに伝達する 
①については，膨張性地山や塑性圧が発生する地山では，側方の変位とともに盤膨れを
生ずることがある．インバートは上向きの鉛直荷重に対して盤として抵抗し，曲線形状を
有していることにより発生する曲げモーメントを小さくし，軸力をアーチにスムーズに伝
達させることができる． 
②については，第三紀の泥岩・凝灰岩等の代表的な地質に見られるようなトンネルに作
用する大きな側圧に対して圧縮部材として抵抗し，トンネルの変形を抑制する機能である． 
③については，供用後に発生するトンネルの盤膨れは自動車の通行による繰り返し荷重
や，水によるスレーキング，粘土鉱物の膨潤によるスウェリングが原因であると考えられ
ている．これらの原因により，地山強度が経時的に低下し塑性領域が拡大し，塑性圧とし
て盤膨れを発生させる．インバートの設置により，舗装盤からの荷重が直接に下盤地山に
作用しないこと，盤膨れを抑制することにより盤膨れに伴うさらなる塑性領域の拡大を防
止でき，塑性圧を生じる原因となる地山劣化を防止することができる． 
④については，トンネル周辺地山の地質が不良の場合にはトンネルの剛体沈下が発生す
ることがある．この現象は，トンネル脚部の地耐力不足が原因である．インバートは，鉛
直方向の荷重に対して受圧面積を非常に大きく確保することができるため，沈下抑制対策
についても非常に有効な手段である． 
⑤については，インバートが施工されていないトンネル断面は一般的には馬蹄形であり，
側方卓越な荷重が作用した場合等においては，覆工に大きな曲げモーメントが発生するこ
とが多い．これに対して，インバートを設置すれば，全断面が閉合された形状となり発生
する曲げモーメントを小さくし，軸力をアーチになめらかに伝達させることができる． 
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2) 路盤下補強工 
 インバート補強工を設置すると同様な目的での対策工として，トンネル路盤の補強のた
めにロックボルト工やマイクロパイル工等を路盤下に施工する工法である．施工事例とし
てはうれしのトンネルや俵坂トンネルにおいて，インバート補強工を設置する前の補強工
として施工された(図 2.3.1)．しかし，変状を確実に抑制するには至らず，恒久対策として
インバートを設置している． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 路盤下補強工は，インバートを設置する方法と比較して，全面通行止めを行わずに施
工が可能であるが，トンネル構造を閉合していないため，全体として安定性にかけてい
ると考えられ，うるしのトンネルや俵坂トンネルで施工された規模程度の路盤下補強工
では確実な補強効果が得られないものと考えられる． 
図 2.3.1 路盤補強工事例(うれしのトンネル)2) 
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2.3.3 課題 
インバートのない高速道路トンネルへ新たにインバートを設置した事例の中で，供用下
での施工事例は少なく，2.3.1項で述べたようにそのほとんどがトンネルを全面通行止めに
して施工されている．そのため，重要路線として位置づけられている高速道路の供用性を
著しく低下させ，交通，物流に大きな影響を与えている．よって，供用下に片側車線規制
での施工方法の確立が必要であると考えられる．また，片側車線規制で施工可能なロック
ボルトやマイクロパイルなどの路盤下補強工を施工した事例はあるが，十分な効果をあげ
ているとは言えない．そこで，これまでの施工事例よりも対策効果を確実にする施工方法
のフィジビリティや効果等を検討することも必要であると考えられる． 
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2.4 盃山トンネル 
 本節では，本研究の解析ケースで参考にしている盃山トンネルの変状現象の事例につい
て参考文献 3)～8)を基にまとめる． 
 
2.4.1 概要 
盃山トンネル(上り線)は，山形蔵王 IC～山形北 IC間にある 1,234ｍのトンネルである．
盃山トンネルの位置を図 2.4.1に示す．供用後おおむね 17 年経過した平成 20 年 8 月 13 日
の午後，盃山トンネル(上り線)の走行車線に路面変状(隆起・クラック)が突然発生し，急
激な変状の進行と範囲の拡大に至った．図 2.4.2に示すように，トンネル内に膨張性地山
区間が存在し，路面変状範囲は流紋岩質凝灰角礫岩の熱水変質帯の一部に位置しているこ
とが分かっている． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 2.4.1 盃山トンネルの位置 3) 
図 2.4.2 盃山トンネル地質概要 3) 
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2.4.2 地質 
 概要にも記したが変状が発生した区間は熱水変質作用を伴った流紋岩質凝灰岩類が分布
していることが確認された．膨張性の判定を目的に実施した室内試験結果の概要を室内岩
石試験の平均値として表 2.4.1 に示す．膨潤鉱物であるスメクタイトを多く含む事，吸水
膨張率は平均 5%程度であることが判明した．これらの地山特性を「膨張性発生の基準」，
著しい発生の基準」と比較した図を図 2.4.3 に示す．モンモリロナイト含有量が著しい膨
張性の基準を大きく上回っている．地山強度比は平均値 0.1 であり，著しい膨張性の基準
0.5 をかなり下回っている．他の項目も著しい膨張性地山の特徴を示している．したがって
トンネルの変状原因は吸水膨張やスレーキング現象，及び地山の塑性化が複合的に作用し
て発生したと推測される． 
 
試験項目 測定結果(平均値) 
湿潤密度(g/cm3) 1.725 
自然含水比(%) 42.2 
液性限界(%) 141.1 
塑性限界(%) 39.8 
吸水膨張率(%) 5.3 
吸水膨張圧(kN/m2) 140.2 
2μm以下含有率(%) 23 
CEC(meq/100mg) 77.1 
スクメタイト含有量(%) 48.5 
浸水崩壊度試験 D 
(原形をとどめない) 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
表 2.4.1 室内岩石試験の結果 8) 
図 2.4.3 膨張性の比較 4) 
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2.4.3 変状状況 
1) 路盤変状 
 図2.4.4に縦断方向の路面隆起状況を示す．変状発見(8月 13日)からわずか一日で250mm
という急激な隆起量を示している．またそれ以降 11 日間で 380mm という値となった．8月
20 日以降，酒田側に隆起が拡大した． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
2) インバートの損傷 
 図 2.4.5 に既設インバート高さの設計値に対する実測値との差(隆起量)を示す．最大値
は 36.605KP で 950mm という隆起量となった．その 36.605KP を頂点に仙台側は 36.567KP
まで 300mm を超える隆起量で，その先 12m で 100mm 以下に急激に減少していった．酒田
側は 36.649KP まで 300mm 程度の隆起量で，更に終点側 22m は 100mm 程度の隆起量であっ
た． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 2.4.4 路盤の隆起変状 3) 
図 2.4.5 既設インバートの隆起変状 3) 
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2.4.4 変状メカニズム 
推察される変状メカニズムを図 2.4.6に示す．変状のメカニズムとして①施工直後②供
用中③平成 20 年 8 月 13 日異常発見④それ以降，の 4 つの段階に推移される．以下に段階
ごとのメカニズムを示す． 
① 施工直後  
 建設時に急激な内空変位が生じる状況であった．覆工に先立ってインバートコンクリ
ートを打設するが，コンクリートが硬化し，断面が閉合状態となって内空変位が収束し
た．まだ十分に硬化していない初期強度の段階でインバートの断面に初期応力による微
細のクラックが生じる． 
② 供用中  
 上流側からインバート下面を浸透してきた地下水やセンタードレーンから漏れた流
水がインバートのクラック面を介してインバート下面へ浸水することで，地山の強度が
更に劣化するとともにその領域が拡大する． 
③ 平成 20 年 8 月 13 日異常発見  
 インバート下面の地山に大きな塑性圧が生じ，インバート内のひび割れが開口し，セ
ンタードレーンからの流水が流れ込み，地山の強度低下が更に拡大する． 
④ それ以降  
 インバートが地山からの塑性圧により隆起したことにより，インバートが機能しなく
なり内空変位が卓越する．また，インバート損傷面より下流の地山にセンタードレーン
の流水が流れ出し，塑性領域が拡大し，インバートの損傷範囲が縦断方向に進展してい
った． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 2.4.6 変状メカニズム 3) 
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2.4.5 変状対策 
 膨張性地山への地下水の供給により膨張圧が増加し，既設のインバートが破壊したこと
を踏まえ恒久対策として，損傷した既設のインバートを撤去したうえで，より耐荷力のあ
るインバートを施工することとした．インバートコンクリートの下面には吹付けコンクリ
ートと 1m 間隔の鋼製支保工を配置した．緊急復旧工事であることと，変状の変位速度が速
いことからインバートコンクリートと吹付けコンクリートには早強コンクリートを使用し
た． 
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2.5 まとめ 
 供用後の盤膨れ現象の特徴としては，トンネル掘削時には比較的良好な地山であり，ト
ンネル施工時にインバートの設置を行っていなく，トンネル供用後に数年経過してから
徐々に発生している．このような現象のメカニズムとしてはトンネル下方の地山に含まれ
る膨張性粘土鉱物が，経時的に吸水膨張することで荷重が作用し，この過程で岩盤強度が
低下して，塑性領域が広がって地圧が増加し盤膨れ現象を起こすと考えられる．このため
盤膨れ現象の要因としては塑性圧によるものが多く，岩盤の特性に関係していると考えら
れる． 
 供用中の高速道路トンネルに盤膨れ現象が生じ，その対策としてインバートを設置した
事例は，トンネルを全面通行止めにして施工されている．また，片側の交通を確保したま
まの施工が可能である路盤下補強工は変状を完全に抑制するには至っていない．そこで，
供用中トンネルにおいて片側の交通を確保したままの施工が可能であるインバート施工方
法の確立が必要であると考えられる． 
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第 3 章 
複合構造インバートの概要 
 
 2.4節に記したように供用下に片側車線規制でのインバート施工が課題となっている．そ
こで「株式会社 高速道路総合技術研究所」，「一般社団法人 日本建設機械施工協会 施工
技術総合研究所」，「首都大学東京」による研究グループにより，供用中トンネルの片側の
交通を確保したままでのインバート施工が可能な，コンクリートと鋼管による複合構造の
インバート補強工が考案された．本研究では，この複合構造インバートについて検討する．
ここでは，その複合構造インバートに関して，参考文献 1)を基に記す． 
 
3.1 施工手順 
3.1.1 施工概念 
施工順序の概念を表3.1.1に示し，複合インバート構造の施工方法 2)について以下に記す． 
表中①：追越車線側を通行止めにする． 
表中②：トンネル下部のインバート部分を掘削し作業スペースを確保する． 
表中③：走行車線側に向かって曲がりもしくは直線鋼管の打設を行う． 
表中④：鋼管の打設が完了後，作業スペースにコンクリートを打設し覆工と鋼管部を接続 
する． 
表中⑤：車線を切り替え，走行車線側を通行止めにする． 
表中⑥：インバート部分を掘削し，施工してある鋼管の先端を掘り出す． 
表中⑦：鋼管の先端を巻き込むように，インバートコンクリートを打設する． 
表中⑧：これによりトンネルを閉合構造とし，インバートとしての機能を有する． 
 
 
 複合構造インバートの特徴を以下にまとめる． 
1. 片側の交通を確保したままの施工が可能である． 
2. インバート部分の中央は非開削にしているため走行路は十分な幅員を確保している． 
3. 鋼管の打設には汎用機であるドリルユニット(削孔機)での施工となっていて，幅広い地
質に対応が可能になっている． 
4. 削孔機における施工実績は φ300mm 未満であり，φ300mm 以上での施工は新たな機械
開発が必要となる．そのため，φ300mm未満の鋼管を上下 2 段の千鳥配置で施工する． 
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表 3.1.1 施工順序の概念(当初検討次)2) 
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3.1.2 対策工の補助工法 3) 
 複合構造インバートにおいては，片側施工であること，舗装版撤去や地盤掘削時は既設
覆工の足元を払う形となることから，一時的にトンネルが不安定になる可能性があり，ト
ンネル構造においては好ましくない．実際に，既報研究の数値解析で行った施工のシミュ
レートでは，覆工脚部において引張応力が発生している(詳細は第 4章に譲る)．そのような
状況を回避するためには，事前補強工を検討する必要がある． 
 複合構造インバートによるインバート設置のために既設覆工脚部を掘削する場合は，既
設覆工沈下防止対策の検討の必要がある．その対策として，足付けコンクリートの施工が
有効となると考えられる． 
 足付けコンクリートは，インバート掘削の前に，覆工沈下防止対策として，覆工脚部に
施工するコンクリートである．形状は新設のインバートと既設覆工コンクリートの間で軸
力がスムーズに伝達されるように，覆工コンクリート軸とインバート軸が通るような形状
とする． 
 足付けコンクリートの設置方法の概念図を図 3.1.1に示す． 
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図 3.1.1 足付けコンクリートの設置方法 3) 
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3.2 構造 
複合構造インバートの概略図を図 3.2.1 に示す．コンクリートを中詰めした鋼管を左右
のインバートコンクリート部で支持する構造である．鋼管は奥行き方向に連続するもので
はなく，離隔のある構造とする．また，鋼管内にはコンクリートを充填することにより，
軸力にはコンクリートで抵抗し，曲げには鋼管で抵抗する構造としている．本研究の解析
で使用した，φ165mm のコンクリート中詰め鋼管一本当たりの断面性能を表 3.2.1 に示す． 
 これまでは図 3.2.1 の概略図に示す構造を基本構造としてきたが，鋼管部の形状を直線
としたほうが応力的に有利だということがわかっている．そして，施工的にも直線とした
ほうが有利だということがわかっている．また，コンクリート部を細くすることにより，
覆工との剛性のコントラストによる覆工とインバートの接続部の応力を軽減できると考え
られる．そこで，本研究では鋼管を直線にし，コンクリート部を細くした構造を基本構造
として検討した．本研究で検討した基本構造を図 3.2.2に示す． 
 
 
 
 
図 3.2.1 複合構造インバートの当初モデルの概略図 
 
 
R=10m 
追越車線側 走行車線側 
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表 3.2.1 中詰コンクリート鋼管の断面性能 
1.鋼管 
鋼管外径 D(mm) 1.65E+02 
鋼管圧 t(mm) 1.10E+01 
断面積 A(mm2) 5.35E+03 
ヤング率 E(N/mm2) 2.00E+05 
断面二次モーメント I(mm4) 1.59E+07 
軸剛性 EA(N) 1.05E+09 
曲げ剛性 EI(N/mm2) 3.18E+12 
2.中詰コンクリート(曲げ剛性は考慮せず) 
断面積 A’(mm2) 1.61E+04 
ヤング率 E’(N/mm2) 2.80E+04 
軸剛性 E’A’(N) 4.51E+08 
 
軸剛性の和 EA+EA’(N) 1.51E+09 
 
 
 
 
図 3.2.2 基本構造 
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3.3 適用する地山条件 
表 3.3.1 の S60 設計要領(白抜き)に則って建設されたトンネルでは，長期耐久性の評価
が工事中では困難であったため，地山等級 C かつ地質が泥岩，凝灰岩，蛇紋岩の粘土岩で
もトンネルの長期耐久性を損なわないと判断された場合にはインバートが省略されている．
しかし，このインバートが省略されているトンネルにおいて変状が顕著に生じている．複
合構造インバートはこれらのトンネルつまり，地山等級 C を対象とする． 
 
 
制定 適用地山 
形状・厚さ(cm)・ 
強度(N/mm2) 
概要等 引用文献 
S45 E 2.5R(上半 R の 2.5 倍) 
50cm 
20 N/mm2  
D も設置の検討 昭和 45 年 1 月 
日本道路公団 設計要
領第 3 集 トンネル 
※在来工法 
S58 D,E 参考図を記載 
50 cm 
18 N/mm2  
D でも検討の上で省略することも 昭和 58 年 12 月 
日本道路公団 トンネ
ルの設計施工資料集 
※NATM 
S60 坑口, 
D,E 
2.6～2.7R 
40～50 cm 
18 N/mm2  
・C で地質が泥岩，凝灰岩，蛇紋岩 
等の粘性土岩かつトンネルの長期耐
久性を損なう場合にはインバートを
設置 
・D で省略する場合の判断注意，長期耐
久性の評価 
・厚さは支保工増と等圧断面 
昭和 60 年 10 月 
日本道路公団 設計要
領第 3 集 トンネル 
※NATM 
H9 坑口, 
C,D,E 
2.6～2.7R 
(インバート擦り付け R を
1~1.5m へ変更) 
40～50 cm 
18 N/mm2  
・C においても，地質が第三期泥岩， 
凝灰岩，蛇紋岩とうの粘性土岩や風化
結晶片岩，温泉余土などでは，トンネ
ルの長期耐久性を損なう恐れがある
ので原則としてインバート設置． 
・長期耐久性の評価が工事中では 
困難として C で上記地質は原則とし
て設置． 
平成 9 年 10 月 
日本道路公団 設計要
領第 3 集 トンネル 
※NATM 
 
 
 
表 3.3.1 設計要領にみられるインバートの設置基準の変遷 3) 
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第 4 章 
既往研究のまとめ 
 
本章では，本研究室で過去に行われた複合構造インバートに関する代表的な研究をレビ
ューする．過去の研究の問題点，疑問点の抽出を行い，合わせて本論文の着眼点を記す．  
 
 
4.1 施工過程の差異による影響 1) 
 第 3 章で複合構造インバートの施工順序の概念を示したが，インバート施工区間が長い
場合いくつか検討すべき点がある．施工区間が長い際に片側に一括で施工できる区間に限
界がある．そのためいくつかの区間に分けて施工する必要がある．複合構造インバートの
施工を「地盤掘削」，「鋼管打設」，「インバート打設」に分けた際に，それぞれの最適
な施工順序の検討を行った． 
 
4.1.1 研究内容 
 本解析では，「地盤掘削」，「鋼管打設」，「インバート打設」のトンネル軸方向の影
響を見るため三次元による解析を行った．解析ケースについては第 6 章で同様のケースも
実施しているので詳細は第 6 章に譲る．モデル特性は，地山は Mohr-Coulomb の降伏基準に
よる弾完全塑性体，その他は弾性体としている． 
 
 解析結果について以下に列挙する． 
1. 本解析内においての最適な施工過程は「地盤掘削」後「鋼管打設」，「インバート打設」
の前に次のセクションの「地盤掘削」を行い，「鋼管打設」，「インバート打設」を行う．
それを繰り返し複合構造インバートの施工を行うものである． 
2. 構造体である覆工，インバート，中詰コンクリート鋼管に発生した主応力を追越車線
側，走行車線側に分けて比較すると，最初に地盤掘削を行った追越車線側に影響が大
きいという結果となった． 
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4.1.2 本研究に対するまとめと課題 
 本研究に対するまとめと課題を以下に記す． 
1. 本解析内では上記の施工手順が最適であったが，既設覆工に対する影響が大きい．何
らかの方法で既設覆工に生じる主応力を軽減させる必要がある． 
2. 鋼管，中詰コンクリートの剛性構造の構成則は弾性となっている．中詰コンクリート
は圧縮材，鋼管は引張材として期待しているが，構成則が弾性であることからコンク
リートに過多な引張応力が発生している．したがって，コンクリートの引張強度を考
慮して解析を行う必要があり，またそれに伴い上昇すると考えられる鋼管の引張応力
に関しても照査する必要がある． 
 
4.2 二次元解析による構造の検討 1) 
 複合構造インバートは覆工とインバートのコンクリート部分の剛性のコントラストによ
り接続部に応力が卓越する構造となっている．したがって，インバートコンクリート部分
の最適形状を検討することで，応力を低減することができると考えられる．また，通常の
インバートは曲率半径が小さい方が，耐力が大きいとされている．よって，複合構造イン
バートのコンクリート部においても曲率半径によって，耐力の違いが生じると考えられる．
以上から，コンクリート部の曲率半径を変えたパラメトリックスタディーを実施し，形状
効果を明らかにした． 
 
4.2.1 研究内容 
 解析ケースを図 4.2.1 に示す．解析ケースは全 4 ケースである．ケース 1 はコンクリー
ト部分の曲率半径を覆工アーチの曲率半径 R1の 2 倍の構造とした．ケース 2 はコンクリー
ト部分の曲率半径を R1の 3 倍の構造とした．ケース 3 はコンクリート部分の曲率半径を R1
の 2 倍とし，外側と内側を覆工にすり付けた構造とした．ケース 4 はコンクリート部分の
曲率半径を R1の 3 倍とし，外側と内側を覆工にすり付けた構造とした．解析モデルは地山
を含めない構造体のみのモデルとした．このモデルの外周面に膨張圧 0.1MPa を載荷し，耐
力の評価を行った．インバートの上下二段の鋼管部にはそれぞれの半分の大きさ 0.05MPa
の載荷とした．解析は有限要素法による二次元線形弾性解析とした． 
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図 4.2.1 解析ケース 
 
 表 4.2.1 に 4 ケースにおいてのコンクリート部と鋼管部の最大引張応力と最大圧縮応力
の値を示す． 
表 4.2.1 各ケースの最大応力 
 
 
 
 
 
 
 単位：MPa
最大引張応力 最大圧縮応力 最大引張応力 最大圧縮応力 最大引張応力 最大圧縮応力
ケース１ 7.1 15.3 218.0 273.2 30.8 38.6
ケース２ 9.4 15.3 240.1 295.3 33.9 41.7
ケース３ 13.1 19.9 248.4 303.6 35.1 42.9
ケース４ 11.4 17.7 265.0 320.2 37.4 45.2
コンクリート部（覆工も含む） 鋼管 中詰めコンクリート
ケース 1 ケース 2 
ケース 3 ケース 4 
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 解析結果について以下に列挙する． 
1. ケース 1 とケース 2 を比較すると，ケース 1 の最大応力の方が小さい．これは通常の
インバートの特性(R が小さい方が耐力が大きい)により，ケース 1 の方が応力的に有利
になったと考えられる．これはケース 3 とケース 4 でも同様である． 
2. ケース 1 とケース 3，ケース 2 とケース 4 を比較すると，ケース 3 とケース 4 の最大
応力が大きい．これは覆工とインバートの接続部においてすり付けをしているため，
厚さの減肉により応力度が上がったと考えられる． 
 
 ケース 4 で強度と比較すると以下のようである． 
1. 鋼管を STK400 と想定すると降伏は 235MPa，引張強度は 400MPa である．引張応力
は約 0.7 倍であり，強度内に収まっている．圧縮応力は約 1.4 倍であり，降伏を上回っ
ている． 
2. 中詰コンクリートの圧縮強度を 30MPa と想定すると，圧縮応力は約 1.5 倍である．引
張強度を圧縮応力の 1/10 倍(3.0MPa)と仮定すると，最大引張応力は約 12.3 倍であり，
大きく強度を上回っている． 
3. 覆工とインバートコンクリートの圧縮強度を 18MPa と想定すると，圧縮応力は約 1.0
倍であり，強度内に収まっている．引張強度を圧縮強度の 1/10 倍(1.8MPa)と仮定する
と，最大引張応力は約 6.3 倍であり，大きく強度を上回っている． 
 
4.2.2 本研究に対するまとめと課題 
 4.1節でも記したように，覆工脚部に発生する引張応力を軽減する必要がある．それに伴
い，変更した構造体に膨張圧を載荷し検討する必要がある． 
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第 5 章 
二次元解析による構造検討 
 
本章では，既往研究で課題となった覆工脚部の引張応力の抑制のために新たに考案した
複合構造インバートの構造について検討した． 
 
5.1 解析手法 
 二次元 FEM による線形弾性解析により検討を行った．解析ソフトは有限要素解析プログ
ラム Midas NX を使用した．本節では解析手法について記す． 
 
5.1.1 解析構造系と方法 1),2) 
 解析モデルを図 5.1.1 に示す．要素総数：7304，節点総数：8023 である．第 4 章で課題
となった覆工脚部の引張応力抑制のため，インバート形状が変更されている．詳細につい
ては第 6章に譲る． 
 解析構造系について，一般的に有限要素法で検討する場合，一般には地山と覆工・イン
バート構造をモデル化し，一体で解くモデルを用いるが，現象は地山と支保工・覆工・イ
ンバートの相互作用となり，インバート構造にどの程度の荷重が作用しているか明確には
分からず，耐力の評価はしにくい．したがって，初めに地山を含めた支保工－覆工－イン
バート構造モデル，地山を含めない支保工－覆工－インバート構造モデル，地山と支保工
を含めない覆工－インバート構造モデル，地山・支保工と覆工を含めないインバート構造
モデルについて，同じ膨張圧を作用させてモデル内に生ずる代表部位ごとの発生応力を検
証した．その結果，リング状の閉合構造を再現でき一番部材構成が少なく、また、支保を
無視することで構造系に厳しい解が得られ安全側のモデルとなる地山と支保工を含めない
覆工－インバート構造モデルとした．また，載荷圧に対する発生応力の卓越位置を明確に
するために構造系は弾性とした． 
 なお，地山を含めた構造モデルの地山と構造系境界に膨張圧を載荷した場合，地山も載
荷を分担し支持し，載荷圧すべてが覆工とインバートに作用しない．地山をモデル化した
解析においては，覆工インバートに発生する応力は地山とこれらのコンクリートの剛性比
に応じた応力分担になるが，今回の地山をモデル化しない解析においてはすべての荷重を
覆工とインバートが直接支持するため，発生する応力は地山をモデル化した場合のほぼ2倍
程度以下であることに常に留意する必要がある． 
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図 5.1.1 解析モデル 
5.1.2 荷重条件と支持条件 
 載荷圧(膨張圧)は 0.1MPa とした．これは図 5.1.23)に示すように，インバートの無いトン
ネル(NATM)で供用後に変状が顕在化した多くにおいては，膨張圧の大きさが 0.1MPa 未満
であったからである．また，膨張圧はトンネル全周に作用させた．これは盃山トンネルを
二次元有限要素でモデル化し，インバート設置後，トンネル周辺に膨張圧を作用させ，イ
ンバートコンクリートの応力がコンクリートの圧縮強度に達する膨張圧を試行錯誤的に求
めた検討事例 2)を参考とした． 
 荷重条件を図 5.1.3に示す．膨張圧は外周に 0.1MPa 作用させている．ただし，鋼管部に
ついては上段，下段それぞれの下面に 0.05MPa 作用させた．これは膨張圧を載荷した際に
ローラー支持に反力を発生させないためである．支持条件は変位のみをインバートの左右
端部それぞれの下部で単純支持とした． 
 
図 5.1.2 変状形態別の膨張圧の大きさと頻度 3) 
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図 5.1.2 荷重図 
5.1.3 物性値 
 インバート部のコンクリート中詰鋼管，覆工，インバートコンクリートの物性値を表
5.1.1に示す． 
 
表 5.1.1 解析物性値 
 変形係数 
E(N/mm
2
) 
ポアソン比 
ν 
コンクリート中詰鋼管 
(平面要素置換) 
13,793 0.2 
覆工 22,000 0.2 
インバートコンクリート 22,000 0.2 
 
 覆工とインバートコンクリートの物性値は一般的な値としている．コンクリート中詰鋼
管はインバートコンクリート接続部との応力を評価するため，図 5.1.3 のようにコンクリ
ート中詰鋼管の剛性を換算剛性として近似で求めた二次元ソリッド要素とした． 
 剛性計算の過程を示す．表 5.1.2 に一本当たりの鋼管，コンクリートの諸物性を示す．
なお，コンクリートの曲げ剛性は無視している． 
 
 
0.1MPa 
0.05MPa 
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表 5.1.2 一本当たりの鋼管，コンクリート諸物性 
  単位 鋼管 コンクリート 合成 
外径 φ mm 1.65E+02 1.43E+02  
肉厚 t mm 1.10E+01 -  
弾性係数 E N/mm2 2.00E+05 2.80E+04  
断面積 A mm2 5.39E+03 1.61E+04  
断面二次モーメント I mm4 1.59E+07 -  
軸剛性 EA N 1.05E+09 4.51E+08 1.51E+09 
曲げ剛性 EI N* mm2 3.18E+12 - 3.18E+12 
 
図 5.1.3 ソリッド要素の置換 
 
 図 5.1.3の換算後の換算領域について， 
・換算面積           A0=1.32E+05(mm
2
) 
・換算断面二次モーメント    I0=3.01E+08(mm
4
) 
 表 5.1.2 の水色部分の一本当たりの合成 EA,EI を上記換算面積もしくは換算断面二次モ
ーメントで割って等価な弾性係数を求める． 
 
EA からの換算 E は EA/ A0=(1.51E+09)/( 1.32E+05)=1.15E+04(N/ mm
2
) 
EI からの換算 E は EI/ I0=(3.18E+12)/( 3.01E+08)=1.06E+04(N/ mm
2
) 
 
また，奥行 1m 当りの 
EA からの換算 E は 1.15E+04/0.8＝1.43E+04(N/ mm2) 
EI からの換算 E は 1.06E+04/0.8＝1.32E+04(N/ mm2) 
 
 中詰コンクリート鋼管を平面ソリッド要素として模擬するには軸剛性，曲げ剛性の両方
を合わせることができない．ここでは，換算弾性係数として EA,EI 両者の換算値を勘案し， 
 E=1.38E+04(N/ mm2)を用いることとした． 
 
165.2mm 
800mm 
鋼管(コンクリート中詰) 
上段 
下段 
ソリッド要素 
1000mm 
換算前 換算後 
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5.2 数値解析結果と考察 
1) コンクリート部 
 コンクリート部(覆工とインバートコンクリート)の最大主応力，最小主応力のコンターを
表 5.2.1に示す． 
 
表 5.2.1 コンクリート部主応力コンター 
                                                                   単位:N/mm2 
最
大
主
応
力 
 
最
小
主
応
力 
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 最大主応力は覆工とインバートコンクリートの接続部の外側で卓越した．最大引張応力
も同様である．また，最小主応力は覆工とインバートコンクリートの接続部の内側で卓越
した．最大圧縮応力も同様である．また最大主応力，最小主応力ともに鋼管とインバート
コンクリートの接続部に応力集中が発生している． 
 
2) 中詰コンクリート鋼管部 
 中詰コンクリート鋼管部の最大主応力，最小主応力のコンター図を表 5.2.2 に示す．中
詰コンクリート鋼管部の値は二次元解析であるため単位奥行あたりの鋼管と中詰コンクリ
ートの平均値である． 
 
表 5.2.2 中詰コンクリート鋼管部主応力コンター 
                                                                   単位:N/mm2 
最
大
主
応
力 
 
最
小
主
応
力 
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 最大主応力は上段鋼管の上部で卓越した．最大引張応力は上段鋼管の上部，中央に発生
した．最小主応力は下段鋼管の下部で卓越した．最大圧縮応力は下段鋼管の下部，中央に
発生した．これは単純梁に分布荷重を載荷した状況と同じような挙動となっている．おお
よそ上段鋼管は引張，下段鋼管は圧縮であることから上下 2 本の鋼管が合成構造として曲
げを受け持っていることがわかる． 
 
3) 最大応力 
 コンクリート部(覆工とインバート)，鋼管部の最大引張応力と最大圧縮応力を表 5.2.3に
示す．鋼管部の値はそれぞれ以下の式のように剛性比を掛け合わせた値である． 
 
 𝜎𝑀𝑎𝑥 =
𝐸𝑆𝑡𝑒𝑒𝑙
𝐸換算
𝜎換算𝑀𝑎𝑥  , 𝜎𝑀𝑎𝑥 =
𝐸𝐶𝑜𝑛𝑐𝑟𝑒𝑡𝑒
𝐸換算
𝜎換算𝑀𝑎𝑥 (5.2.1) 
 
表 5.2.3 最大応力 
                                                                     単位：N/mm2 
 コンクリート部 鋼管 中詰コンクリート 
最大引張応力 
(発生位置) 
13.3 
覆工，インバート接続部外側 
229.4 
上段上部中央 
32.1 
上段上部中央 
最大圧縮応力 
(発生位置) 
15.8 
覆工，インバート接続部内側 
264.0 
下段下部中央 
36.9 
下段下部中央 
 
 発生応力について以下にまとめる． 
1) コンクリート部の圧縮強度を 18 N/mm2と想定すると，最大圧縮応力は約 0.9 倍であり
強度内に収まるといえる．また，引張強度を圧縮強度の 1/10(1.8 N/mm2)と仮定すると，
最大引張強度は約 7.4 倍となり大きく強度を超えている． 
2) 実際に使用する鋼管を STK400 と想定すると，耐力及び降伏は 235 N/mm2，引張強度
は 400 N/mm2である．最大引張応力は引張強度の約 0.6 倍であり強度内に収まるとい
える．最大圧縮応力は約 1.1 倍であり耐力を超えている． 
3) 中詰コンクリートの圧縮強度を 30 N/mm2と想定すると，最大圧縮応力は約 1.2 倍であ
り強度を超えている．また，引張強度を圧縮強度の 1/10(3.0N/mm2)と仮定すると，最
大引張強度は約 10.7 倍であり大きく強度を超えている． 
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4) 考察 
 
 強度を超えた点について推察すると，5.1.1項でも記したように，地山と支保工のモデル
化を行っていないため構造系に厳しい解析を行っている．また，構造系の脆弱部を知るた
め物性値を弾性としていることから過多な応力が発生しているといえる． 
 中詰コンクリートの引張応力は合成構造となっているため，過大な値になっている．圧
縮材として作用させることにより軽減できると考えられる．この点については三次元解析
にて鋼管の評価とともに検討する． 
 覆工とインバートの接続部の応力集中に関しては，なんらかの対策を講じる必要がある．
この部位に対しては既存研究 4)で，覆工とインバートの間に緩衝材としてゴム要素を入れる
と主応力が抑制されることがわかっている． 
 既存研究の概要を示す．図 5.2.1に解析モデル，表 5.2.4にゴム要素の物性値を示す． 
 
図 5.2.1 解析モデル 4) 
 
表 5.2.4 ゴム要素物性値 4) 
 
ヤング率 
E(N/mm
2
) 
ポアソン比 
ν 
伸び率 
(%) 
引張強度 
σt(N/mm
2
) 
備考 
ゴム要素 2.73 0.48 550 15 厚さ:10mm 
 
 また，その発生応力の着目点を図 5.2.2，主応力値を表 5.2.5に示す．主応力値は①と④
は最小主応力，②と③は最大主応力である．この結果からインバート形状，鋼管形状は異
なるが，覆工とインバートコンクリートの接続部の応力集中は十分に緩和できると期待で
きる． 
 
 
ゴム要素 
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図 5.2.2 発生応力着目点 4) 
 
表 5.2.5 主応力値 4) 
                                                   単位:N/mm2 
 ① ② ③ ④ 
ゴム無 -45.4 30.0 49.2 -32.0 
ゴム有 -13.1 2.4 5.1 -9.7 
                                               (+:引張 -:圧縮) 
 
 最後に，インバートと鋼管の接続部の応力集中に関して，この現象は千鳥配置の鋼管を
平面二次元モデルにモデル化したことによる問題であることから，三次元モデルでは生じ
ないものと考えられる．しかし，次章以降に続く三次元モデルで接続部としての応力集中
に関して検証する必要はある． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
①
② ③④
左覆工接続部 左覆工接続部 
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5.3 まとめ 
 本解析結果を以下にまとめる． 
 
1) 耐力 
1. コンクリート部 
引張応力：ゴム要素で抑制． 
圧縮応力：強度内． 
2. 鋼管 
引張応力：強度内． 
圧縮応力：発生応力が地山をモデル化した場合のほぼ 2 倍と考えれば強度内． 
3. 中詰コンクリート 
引張応力：圧縮材を考慮した解析にて次章検討． 
圧縮応力：発生応力が地山をモデル化した場合のほぼ 2 倍と考えれば強度内． 
 
2) 応力集中発生部位 
1. 覆工とインバートコンクリートの接続部：ゴム要素で抑制． 
2. 鋼管とインバートコンクリートの接続部：千鳥配置モデルではないため次章検討． 
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第 6 章 
三次元解析による検討 
 
 複合構造インバートは路盤下部を掘削することで施工される．この際に，既設覆工の足
元を払う形となるため覆工が不安定な状況になる．また，一度に掘削する範囲に限りがあ
るため，掘削区間を分割しなければならず，トンネル軸方向にも影響が発生する．このよ
うな施工の影響による三次元挙動を明確にするため，本章では三次元解析を実施し，トン
ネル構造物に生じる影響を検討した．また，地盤掘削による除荷作用が中詰コンクリート
鋼管に与える影響も検討した． 
 
6.1 施工過程を考慮したインバート施工による影響 
 本節では，既存研究で課題となっていた，覆工脚部における主応力の卓越を軽減させる
ために新たに考慮した，足付けコンクリートの効果を検討することを目的とした．そのた
めに既存研究で行った解析ケースと比較検討する． 
 また，同様に既存研究で課題となった中詰コンクリートを，コンクリートの引張強度を
設定することで主に圧縮材として作用させ，鋼管への影響を検討するケースも行った． 
 本研究では 3 次元 FEM 解析コードである Midas NX を使用する． 
 
6.1.1 解析モデル 
 本解析ではトンネル全長を 40m，その中央部 24m にインバートを施工するものとした．
解析メッシュを図 6.1.1に示す．境界条件は周面を 3 辺ローラー支持とした．地山-吹付け
コンクリート間，吹付けコンクリート-覆工，覆工の目地はすべて剛結合とした． 
 
図 6.1.1 解析モデル 
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6.1.2 物性値と構成則 
1) 物性値 
 本解析に用いた地山物性を表 6.1.1に示す．地山物性は盃山トンネルの物性を使用する．
これは過去の路盤変状の中で，2008 年に盃山トンネルで生じた変状が最大のものと考えら
れること，本構造が対策工として可能であるかを検証するための解析であることから，過
去最大の事例に対して照査を行うためである．盃山トンネルの物性は参考文献 1)を基にして
いる．これは，天端沈下や内空変位から逆解析を行うことで推定した値である． 
 構成則は Mohr-Coulomb の降伏基準による弾完全塑性とした．構成則については 2)に記
す． 
 
表 6.1.1 地山物性値 1) 
変形係数 
E(N/mm
2
) 
ポアソン比 
ν 
単位体積重量 
γ(N/mm3) 
粘着力 
c (N/mm
2
) 
内部摩擦角 
φ(deg) 
36 0.4 2.00E-05 0.319 25 
 
吹付けコンクリート・覆工・インバート構成部材の物性値を表 6.1.2 に示す．吹付けコン
クリートの物性値も地山と同様に，天端沈下や内空変位から逆解析を行うことで推定した
値である． 
 
表 6.1.2 構造物性値 1) 
 
変形係数 
E(N/mm
2
) 
ポアソン比 
ν 
単位体積重量 
γ(N/mm3) 
備考 
吹付け 
コンクリート 
360 0.2 2.30E-05  
覆工 22,000 0.2 2.30E-05  
インバート 
コンクリート 
22,000 0.2 2.30E-05  
中詰 
コンクリート 
28,000 0.2 2.30E-05 
別途 
表 6.1.4 
鋼管 200,000 0.3 7.70E-05  
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2) 構成則 2) 
 本解析で用いた Mohr-Coulomb モデルの降伏関数について以下に示す． 
 
 Mohr(1900)の基準によると破壊は次のように表示される． 
 
 |𝜏| = 𝑐 − 𝜎𝑛 tan 𝜑 (6.1.1)  
c:粘着力 
φ:内部摩擦角 
 
なお，σnは引張を正としている． 
ここで，任意平面での限界せん断応力τは同一平面上の垂直応力𝜎𝑛だけを変数とする．式
(6.1.1)では材料の破壊が最も大きい Mohr 円がクーロン摩擦の降伏面(yield envelope)に接す
る応力状態になると発生すること，また，中間主応力𝜎2(𝜎1 ≥ 𝜎2 ≥ 𝜎3)が破壊条件に影響を
及ぼさないことを意味する． 
 
従って，Mohr-Coulomb 降伏面の降伏関数は次のようになる． 
 
 𝑓 = |𝜏| + 𝜎𝑛 tan 𝜑 − 𝑐 = 0 (6.1.2)  
 
式(6.1.2)の破壊基準を Mohr-Coulomb 基準とし，簡単で正確な長所のため，現在まで地盤材
料に対して最も広く使用されている． 
 
Mohr-Coulomb 式を主応力の項に示すと(𝜎1 ≥ 𝜎2 ≥ 𝜎3)，式(6.1.2)から次のように整理できる． 
 
 
σ1 − 𝜎3
2
=
σ1 + 𝜎3
2
sin 𝜑 + 𝑐 cos 𝜑 
σ1
1 + sin 𝜑
2𝑐 cos 𝜑
− σ1
1 − sin 𝜑
2𝑐 cos 𝜑
= 1 
σ1
𝑓1𝑡
′ −
σ3
𝑓𝑐′
= 1 
(6.1.3)  
𝑓𝑐
′ =
2𝑐 cos 𝜑
1 − sin 𝜑
 ：最大主応力が 0 のとき，一軸圧縮強度 
𝑓𝑡
′ =
2𝑐 cos 𝜑
1 + sin 𝜑
 ：最小主応力が 0 のとき，一軸引張強度 
 
式(6.1.3)は一軸圧縮強度と一軸引張強度を使用して，物性を定義する便利性を提供する． 
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図 6.1.2 主応力の幾何学的関係図 2) 
 
式(6.1.2)を数値解析に多く使われる𝐼1. 𝐽2および𝜃の項に示すと次のようである． 
 
 𝑓(𝐼1, 𝐽2, 𝜃) = −
1
3
𝐼1 𝑠𝑖𝑛 𝜑 + √𝐽2 (𝑐𝑜𝑠 𝜃 +
1
√3
𝑠𝑖𝑛 𝜃 𝑠𝑖𝑛 𝜑) − 𝑐 𝑐𝑜𝑠 𝜑 = 0 (6.1.4)  
 
塑性ポテンシャル関数は式(6.1.4)の形式を用いると以下のように示すことができる． 
 
 𝑔(𝐼1, 𝐽2, 𝜃) = −
1
3
𝐼1 𝑠𝑖𝑛 𝜓 + √𝐽2 (𝑐𝑜𝑠 𝜃 +
1
√3
𝑠𝑖𝑛 𝜃 𝑠𝑖𝑛 𝜓) − 𝑐 𝑐𝑜𝑠 𝜓 = 0 (6.1.5)  
 
Mohr-Coulomb 基準は図 6.1.3からわかるように主応力空間で不規則 6 角形ピラミッド形状
で子午線は直線であり，π 平面(σ1 + 𝜎2 + 𝜎3 = 0)上の軸差図形は不規則 6 角形である．図
6.1.4 に示すように，不規則 6 角形を書くためには𝑟𝑡0と𝑟𝑐0の長さが必要であり，この長さ
は次のように示すことができる． 
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 𝑟𝑡0 =
2√6𝑐 cos 𝜑
3 + sin 𝜑
 (6.1.6)  
 rc0 =
2√6c cos φ
3 − sin φ
 (6.1.7)  
式(6.1.6)と式(6.1.7)から𝑟𝑡0/𝑟𝑐0は次のようである． 
 
 
𝑟𝑡0
𝑟𝑐0
=
3 − sin 𝜑
3 + sin 𝜑
 (6.1.8)  
 
Mohr-Coulomb 破壊面の軸差断面はすべて幾何学的な形と似ているので任意の軸差断面に対
する𝑟𝑡/𝑟𝑐は常に一定である． 
 
 
𝑟𝑡
𝑟𝑐
=
𝑟𝑡0
𝑟𝑐0
=
3 − sin 𝜑
3 + sin 𝜑
 (6.1.9)  
 
そして，引張強度を入力すると Mohr-Coulomb モデルの引張側の主応力が入力された引張強
度を超えなくなる．本解析コードでは Mohr-Coulomb の破壊関数と引張側に Rankine の破壊
関数を複合的に適用し，引張強度が考慮された Mohr-Coulomb 破壊が考慮できる． 
 
 
図 6.1.3 主応力空間での Mohr-Coulomb降伏面形状 2) 
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図 6.1.4 π平面とメリディアン平面での Mohr-Coulomb降伏面形状 2) 
 
図 6.1.4(b)から分かるように Mohr-Coulomb 破壊基準は破壊面が直線として傾きに該当す
るtan 𝜑が拘束圧(または静水圧)によって変わらないことである．従って，この基準は拘束圧
が制限された範囲内では正確であるが圧縮破壊が起きる程度に拘束圧が大きくなると実際
の物理現象と合わなくなる．しかし，この基準は現場での拘束圧範囲でかなり正確な結果
が得られ，使用が簡単であるため多く使われる破壊モデルである． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
(a) π平面の降伏面形状           (b) 𝜃 = −
𝜋
6
でのメリディアン平面上の降伏面形状 
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6.1.3 解析ケース 
 本解析で実施した解析ケースは全 4 ケースである．ケース 1～ケース 3 は足付けコンクリ
ートの打設の優位性を照査するために解析ステップのみ異なるケースである．ケース 4 は
中詰コンクリートの圧縮強度と引張強度を考慮し，中詰コンクリートを Mohr-Coulomb の破
壊基準に従う非線形モデルとした．全解析ケースのまとめを表 6.1.3に示す． 
 
表 6.1.3 解析ケース 
 ケース 1 ケース 2 ケース 3 ケース 4 
解析ステップ パターン A パターン B パターン C 
中詰コンクリート構成則 線形弾性 Mohr-Coulomb 
 
1) 解析ステップ 3) 
 解析ステップのパターン A~C についてそれぞれ示す．本研究では自重解析により初期応
力を発生させ，変位を初期化する．その後トンネル内空掘削と支保工，覆工の施工を順次
行う．トンネル供用開始を想定して，この時点で変位を初期化した．本来であれば供用中
に生じる変状を考慮するが，対策工だけの優劣を判断するため変状を発生させずインバー
ト施工解析を行った．ここまでのステップはパターン A~C に差異はないことから共通部分
として表 6.1.4 に示す．その後のステップに関しては異なることから，それぞれ表 6.1.5
～6.1.7に示す．これらはトンネル周辺のみ明示した拡大図であり，車線中央部は非掘削区
間であるが説明のため可視化している．施工開始前を図 6.1.5 に示す．それぞれの特徴を
示すと，パターン A は第 3 章表 3.1.1 にあるように，「インバート掘削－鋼管施工－コン
クリート打設」を 1 セットとして 3 次元的に解析を行ったパターンである．パターン B は
「鋼管施工－コンクリート打設」の前に奥行方向を先行的にインバート掘削するパターン
である．パターン C は既設覆工に生じる主応力を抑制するため，先行的に足付けコンクリ
ートを打設するパターンであり，その後はパターン B と同様である． 
 
 
図 6.1.5 インバート施工概要図 
① 
② 
③ 
④ 
⑤ 
⑥ 
非掘削区間 
覆工 
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表 6.1.4 解析ステップ共通部分 
No. 施工内容 
1 
要素発生(自由解析) 
 
2 変位初期化 
3 
トンネル内空掘削 
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No. 施工内容 
4 
吹付けコンクリート打設 
 
 
5 
覆工施工 
 
 
6 変位初期化 
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表 6.1.5 パターン A解析ステップ 
No. 施工内容 No. 施工内容 
７ 
①地盤掘削 
8 
①中詰コンクリート鋼管打設 
  
9 
①インバート打設 
10 
②地盤掘削 
  
11 
②中詰コンクリート打設 
12 
②インバート打設 
  
    
    
    
    
    
    
    
② 
③ 
④ 
⑤ 
⑥ ② 
③ 
④ 
⑤ 
⑥ 
② 
③ 
④ 
⑤ 
⑥ 
③ 
④ 
⑤ 
⑥ 
③ 
④ 
⑤ 
⑥ 
③ 
④ 
⑤ 
⑥ 
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No. 施工内容 No. 施工内容 
13 
③地盤掘削 
14 
③中詰コンクリート鋼管打設 
  
15 
③インバート打設 
16 
④地盤掘削 
  
17 
④インバート打設 
18 
⑤地盤掘削 
  
    
    
    
    
    
    
    
    
④ 
⑤ 
⑥ 
④ 
⑤ 
⑥ 
④ 
⑤ 
⑥ 
⑤ 
⑥ 
⑤ 
⑥ ⑥ 
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No. 施工内容 No. 施工内容 
19 
⑤インバート打設 
20 
⑥地盤掘削 
  
21 
⑥インバート打設 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
⑥ 
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表 6.1.6 パターン B解析ステップ 
No. 施工内容 No. 施工内容 
７ 
①地盤掘削 
8 
②地盤掘削 
  
9 
①中詰コンクリート鋼管打設 
10 
①インバート打設 
  
11 
③地盤掘削 
12 
②中詰めコンクリート鋼管 
  
    
    
    
    
    
    
    
② 
③ 
④ 
⑤ 
⑥ 
③ 
④ 
⑤ 
⑥ 
③ 
④ 
⑤ 
⑥ 
③ 
④ 
⑤ 
⑥ 
④ 
⑤ 
⑥ 
④ 
⑤ 
⑥ 
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No. 施工内容 No. 施工内容 
13 
②インバート打設 
14 
③中詰コンクリート鋼管打設 
  
15 
③インバート打設 
16 
④地盤掘削 
  
17 
⑤地盤掘削 
18 
④インバート打設 
  
    
    
    
    
    
    
    
    
④ 
⑤ 
⑥ 
④ 
⑤ 
⑥ 
④ 
⑤ 
⑥ 
⑤ 
⑥ 
⑥ ⑥ 
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No. 施工内容 No. 施工内容 
19 
⑥地盤掘削 
20 
⑤インバート打設 
  
21 
⑥インバート打設 
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表 6.1.7 パターン C解析ステップ 
No. 施工内容 No. 施工内容 
７ 
足付け部掘削 
8 
足付けコンクリート打設 
  
9 
①地盤掘削 
10 
②地盤掘削 
  
11 
①中詰めコンクリート鋼管打設 
12 
①インバート打設 
  
    
    
    
    
    
    
    
① 
② 
③ 
④ 
⑤ 
⑥ 
① 
② 
③ 
④ 
⑤ 
⑥ 
② 
③ 
④ 
⑤ 
⑥ 
③ 
④ 
⑤ 
⑥ 
③ 
④ 
⑤ 
⑥ 
③ 
④ 
⑤ 
⑥ 
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No. 施工内容 No. 施工内容 
13 
③地盤掘削 
14 
②中詰めコンクリート鋼管 
  
15 
②インバート打設 
16 
③中詰コンクリート鋼管打設 
  
17 
③インバート打設 
18 
足付け部掘削 
  
    
    
    
    
    
    
    
    
④ 
⑤ 
⑥ 
④ 
⑤ 
⑥ 
④ 
⑤ 
⑥ 
④ 
⑤ 
⑥ 
④ 
⑤ 
⑥ 
④ 
⑤ 
⑥ 
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No. 施工内容 No. 施工内容 
19 
足付けコンクリート打設 
20 
④地盤掘削 
  
21 
⑤地盤掘削 
22 
④インバート打設 
  
23 
⑥地盤掘削 
24 
⑤インバート打設 
  
    
    
    
    
    
    
    
    
④ 
⑤ 
⑥ 
⑤ 
⑥ 
⑥ ⑥ 
                          第 6 章 三次元解析による検討 
- 69 - 
 
No. 施工内容 
25 
⑥インバート打設 
 
 
 パターン C に関して，第 3 章図 3.1.1 と異なり，足付けコンクリートを分割ではなく一
括で施工している．これは分割によるステップ数の増大を避け，簡略化したからである．
本来であれば分割で解析を行うべきであるが，覆工の目地のモデル化も行っていないこと
や分割よりも一括の方が構造体に厳しい外力がかかり安全側であることから，数値解析上
では一括で施工を行う． 
 
2) 中詰コンクリート物性値 
 中詰コンクリートに Mohr-Coulomb の構成則を適応するためには粘着力 cおよび内部摩擦
角 φが必要である．以下に粘着力 c および内部摩擦角 φの導出過程を示す． 
 
導出のための前提条件を以下に列挙する． 
・ 中詰コンクリートは圧縮強度σc = 30𝑁/𝑚𝑚
2のコンクリートの使用を想定している． 
・ 既往の研究の多く 3)からコンクリートの引張強度は圧縮強度の 1/10~1/13 程度と言われ
ている．そこで中詰コンクリートの引張強度をσt =
1
10
σc = 3.0𝑁/𝑚𝑚
2と仮定する． 
・ コンクリートの内部摩擦角 φは既往研究 4)よりφ = 40°とする． 
 
上記を用いて粘着力 c の導出を行う． 
図 6.1.6は圧縮方向を正とした際のモール円である． 
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( ) 
 
図 6.1.6 モール円 
 
ここで，「一軸状態で圧縮強度に達した際にせん断破壊する．」と仮定する． 
その際の A 点の座標は，以下の式で示すことができる． 
 
 (σ, τ) =   
σ1 + 𝜎3
2
(1 − sin 𝜑),
σ1 + 𝜎3
2
cos 𝜑 (6.1.10)  
 
式(6.1.10)に前提条件の値を代入し，さらに 𝜏 = 𝑐 + 𝜎 𝑡𝑎𝑛 𝜑に代入すると， 
 
𝑐 = 8.2𝑁/𝑚𝑚2 
 
以上の値を用いて解析を行う．コンクリートの引張強度は前提条件にもあるように，0 では
ない．しかし，それらを考慮すると煩雑化されることや，ポアソン比による引張を考慮し
てモール円から粘着力 c を求めると導出した粘着力よりも大きくなることから，安全側とし
てこの値を用いた． 
 最後にMohr-Coulombの構成則を用いた中詰コンクリートの入力物性値を表 6.1.8にまと
める． 
 
表 6.1.8 ケース 4中詰コンクリート Mohr-Coulomb入力物性値 
粘着力 
c(N/mm
2
) 
内部摩擦角 
φ(deg) 
引張強度 
σt(N/mm
2
) 
8.2 40 3.0 
 
 
 
σ3=0 σ1=35 
σ 
τ 
τ=c+σtanφ 
c 
σt 
φ 
A 
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6.1.4 数値解析結果と考察 
 覆工，インバートコンクリート，鋼管，中詰コンクリートの結果をケース毎にまとめて
示す．解析結果の応力表示は引張応力を正とする．また，解析結果はすべて全施工過程終
了時の結果である． 
 
1) 覆工 
(1) 数値解析結果 
 ケース毎の覆工の最大主応力と最小主応力のコンター図を示す．先行して施工した追越
車線側への影響が走行車線側よりも大きかったことから，追越車線側の覆工の結果を示す．
なお覆工に対して内側を内空側，外側を地山側と定義する．コンター図中の「非」は非イ
ンバート打設区間を示しており，丸数字は解析ケースで示したインバート施工区間を示し
ている．なお，内空側と地山側で出力する際の向きが異なることから，コンターの向きが
異なっている． 
また，最大引張応力と最大圧縮応力を表にて示す． 
各ケースの最後に，覆工の脚部に応力が発生していることからトンネルの縦断方向に結果
の抽出を行った．覆工脚部の抽出箇所を図 6.1.7 に示す．トンネル縦断方向に緑で示した
位置が抽出箇所である． 
 
 
図 6.1.7 覆工抽出箇所 
 
 
抽出箇所拡大図 
覆工地山側 覆工内空側 
x 
y 
z 
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・ケース 1 
 表 6.1.9 にケース 1 の覆工に生じる主応力コンターを示す．また，最大応力を表 6.1.10
に示す．覆工脚部の主応力を図 6.1.8に示す． 
 
表 6.1.9 ケース 1覆工コンター 
最大主応力 
内空側 
 
凡例 
 
 
N/mm
2
 
 
地山側 
 
最小主応力 
内空側 
 
凡例 
 
 
N/mm
2
 
 
地山側 
 
 
非 非 ① ② ③ 
非 非 ③ ② ① 
非 非 ① ② ③ 
非 非 ③ ② ① 
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表 6.1.10 ケース 1最大応力 
                                                         単位:N/mm2 
最大引張応力 
発生箇所 
48.9 
覆工地山側脚部①，②区間境界部 
最大圧縮応力 
発生箇所 
91.2 
覆工内空側脚部②，③区間境界部 
 
 
図 6.1.8 ケース 1脚部主応力 
 
 引張応力において，覆工地山側では，SL 部から脚部に広範囲で引張領域が広がり，特に
インバート施工区間の境界部で卓越した．また，覆工内空側では，初期地盤掘削を行った，
①区間の中央部で大きな値をとった． 
 圧縮応力において，覆工内空側・地山側ともにインバート施工区間の境界部で卓越した． 
 
 
 
 
 
 
 
-100
-75
-50
-25
0
25
50
0 8 16 24 32 40
主
応
力
(N
/m
m
2
)
トンネル縦断方向距離(m)
地山側最大
地山側最小
内空側最大
内空側最小
非 非 ① ② ③ 
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・ケース 2 
 表 6.1.11にケース 2 の覆工に生じる主応力コンターを示す．また，最大応力を表 6.1.12
に示す．覆工脚部の主応力を図 6.1.9に示す． 
 
表 6.1.11 ケース 2覆工コンター 
最大主応力 
内空側 
 
凡例 
 
 
N/mm
2
 
 
地山側 
 
最小主応力 
内空側 
 
凡例 
 
 
N/mm
2
 
 
地山側 
 
 
非 非 ① ② ③ 
非 非 ③ ② ① 
非 非 ① ② ③ 
非 非 ③ ② ① 
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表 6.1.12 ケース 2最大応力 
                                                         単位:N/mm2 
最大引張応力 
発生箇所 
20.6 
覆工内空側脚部①区間 
最大圧縮応力 
発生箇所 
31.5 
覆工内空側脚部非インバート打設区間 
 
 
図 6.1.9 ケース 2脚部主応力 
 
 引張応力において，覆工内空側では，初期地盤掘削を行った①区間の中央部で大きな値
をとった．また，覆工地山側において，非インバート施工区間とインバート施工区間の境
界部で大きな値をとった． 
 圧縮応力において，覆工内空側・地山側ともに非インバート施工区間とインバート施工
区間の境界部付近で卓越した． 
 
 
 
 
 
 
-100
-75
-50
-25
0
25
50
0 8 16 24 32 40
主
応
力
(N
/m
m
2
)
トンネル縦断方向距離(m)
地山側最大
地山側最小
内空側最大
内空側最小
非 非 ① ② ③ 
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・ケース 3 
 表 6.1.13にケース 3 の覆工に生じる主応力コンターを示す．また，最大応力を表 6.1.14
に示す．覆工脚部の主応力を図 6.1.10に示す． 
 
表 6.1.13 ケース 3覆工コンター 
最大主応力 
内空側 
 
凡例 
 
 
N/mm
2
 
 
地山側 
 
最小主応力 
内空側 
 
凡例 
 
 
N/mm
2
 
 
地山側 
 
 
非 非 ① ② ③ 
非 非 ③ ② ① 
非 非 ① ② ③ 
非 非 ③ ② ① 
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表 6.1.14 ケース 3最大応力 
                                                         単位:N/mm2 
最大引張応力 
発生箇所 
29.3 
覆工地山側脚部非インバート打設区間 
最大圧縮応力 
発生箇所 
34.0 
覆工内空側脚部非インバート打設区間 
 
 
図 6.1.10 ケース 3脚部主応力 
 
引張応力において，覆工内空側では，初期地盤掘削を行った①区間の非インバート施工区
間よりで大きな値をとった．また，覆工地山側において，非インバート施工区間とインバ
ート施工区間の境界部で大きな値をとった． 
 圧縮応力において，覆工内空側・地山側ともに非インバート施工区間とインバート施工
区間の境界部付近で卓越した． 
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・ケース 4 
 表 6.1.15にケース 4 の覆工に生じる主応力コンターを示す．また，最大応力を表 6.1.16
に示す．覆工脚部の主応力を図 6.1.11に示す． 
 
表 6.1.15 ケース 4覆工コンター 
最大主応力 
内空側 
 
凡例 
 
 
N/mm
2
 
 
地山側 
 
最小主応力 
内空側 
 
凡例 
 
 
N/mm
2
 
 
地山側 
 
 
非 非 ① ② ③ 
非 非 ③ ② ① 
非 非 ① ② ③ 
非 非 ③ ② ① 
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表 6.1.16 ケース 4最大応力 
                                                         単位:N/mm2 
最大引張応力 
発生箇所 
29.3 
覆工地山側脚部非インバート打設区間 
最大圧縮応力 
発生箇所 
34.0 
覆工内空側脚部非インバート打設区間 
 
 
図 6.1.11 ケース 4脚部主応力 
 
引張応力において，覆工内空側では，初期地盤掘削を行った①区間の非インバート施工区
間よりで大きな値をとった．また，覆工地山側において，非インバート施工区間とインバ
ート施工区間の境界部で大きな値をとった． 
 圧縮応力において，覆工内空側・地山側ともに非インバート施工区間とインバート施工
区間の境界部付近で卓越した． 
 引張応力，圧縮応力ともに覆工に関してはケース 3 との違いがほとんどないといえる． 
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 最後に各ケースの最大応力を表 6.1.17に示す． 
 
表 6.1.17 覆工最大応力 
単位:N/mm2 
 最大引張応力 最大圧縮応力 
ケース 1 48.9 91.2 
ケース 2 20.6 31.5 
ケース 3 29.3 34.0 
ケース 4 29.3 34.0 
 
 表 6.1.17から最大引張応力，最大圧縮応力ともにケース 2 が一番小さい値であることが
わかる．覆工の地山側と内空側で分けて考えると，地山側ではケース 2，内空側ではケース
3 が小さい． 
ケース 3 とケース 4 を比較すると，覆工の解析結果はほとんど同じである．このことから，
覆工に関しては，中詰コンクリートの構成則の影響はないといえる． 
覆工の圧縮強度を 18N/mm2 と想定すると，すべてのケースにおいて強度を上回っている．
また，覆工の引張強度を圧縮強度の 1/10(1.8N/mm2)と仮定すると，同様にすべてのケースに
おいて強度を大きく上回っている． 
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(2) 考察 
 すべてのケースにおいて最大応力が強度を上回っている．これは 3 次元数値解析である
ことから，掘削における解放についての係数である応力解放率を設定できない．また，土
留めのモデル化をしていないことから，変位が増大し構造体に不利な解析を行っているか
らだと考えられる． 
 
 各ケースにおける覆工の応力発生のメカニズムについて考察する． 
 まず，ケース 1 の内空側最大主応力と地山側最大主応力および内空側最小主応力につい
て考察する．凡例の step7,10,13,21 はそれぞれ表 6.1.5 の No.に対応しており，それぞれ①
掘削，②掘削，③掘削，最終ステップの結果である． 
各ステップの内空側最大主応力および x 軸方向変位(トンネル水平方向)をそれぞれ図
6.1.12，図 6.1.13 に示す．図 6.1.12，図 6.1.13 より，内空側最大主応力は掘削により発
生した x 軸方向変位に伴って大きくなっていることがわかる．したがって，覆工内側最大
主応力は掘削領域直上の覆工がトンネル内空側にはらみだすように変形したことにより生
じたといえる． 
また，各ステップの地山側最大主応力および z 軸方向(トンネル鉛直方向)をそれぞれ図
6.1.14，図 6.1.15に示す．抽出したステップから，①，②区間および②，③区間の境界部
の主応力の卓越は先に掘削した区間と後に掘削した区間の両区間の掘削の影響を受けてい
ることがわかる．また変位図から境界部の変位が大きいことがわかる．したがって，地山
側最大主応力は掘削によって覆工が沈下したことに起因して生じていると考えられる． 
最後に各ステップの内空側最小主応力を図 6.1.16に示す．①，②区間および②，③区間の
境界部の主応力の卓越は先に施工した区間と後に施工した区間の両区間の掘削の影響を受
けていることがわかる．また，先に掘削した区間に関しては既にインバートコンクリート
が完成していることから，接続部が後に掘削した区間よりも剛性が高いといえる．そのた
め接続部に応力が集中していると考えられる． 
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図 6.1.12 ケース 1内空側最大主応力 
 
 
図 6.1.13 ケース 1x軸方向変位 
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図 6.1.14 ケース 1地山側最大主応力 
 
 
図 6.1.15 ケース 1z軸方向変位 
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図 6.1.16 ケース 1内空側最小主応力 
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 ケース 2 の内空側最大主応力と内空側最小主応力について考察する．凡例の step7,8,11,21
はそれぞれ表 6.1.6の No.に対応しており，それぞれ①掘削，②掘削，③掘削，最終ステッ
プの結果である． 
 各ステップの内空側最大主応力および x 軸方向変位(トンネル水平方向)をそれぞれ図
6.1.17，図 6.1.18に示す．ケース 1 と比較すると，連続的に掘削をしたことで，掘削境界
部を中心に一体となって挙動にしていることがわかる．しかしながら，ケース 1 よりも変
位量が多いことに留意する必要がある．掘削を先行し，インバートを打設することでイン
バート構造に掘削の影響を受けにくくなったことが覆工の主応力の抑制に寄与したと考え
られる． 
 また，各ステップの内空側最小主応力を図 6.1.19に示す．この図から最大主応力と同様
に掘削を先行したことで，一体となって挙動していることがわかる．しかし，ケース 1 と
比較すると，解放されている区間が長いことから非インバート施工区間の覆工の最小主応
力が大きい． 
 ケース 1 とケース 2 の結果を踏まえ，主応力と変位の抑制を考えると，1 区間の長さを短
くし，掘削をケース 2 のように先行すべきであるといえる．更に言えば，数値解析として
主応力の減少を図るには，インバート施工時に非インバート施工区間の地盤を短区間でも
余掘りし，掘削による応力(土圧)を伝達せずに解放する．そして施工が終わった後に埋め戻
すことで非インバート施工区間の覆工脚部の主応力を抑制できる可能性もあるといえる． 
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図 6.1.17 ケース 2内空側最大主応力 
 
 
図 6.1.18 ケース 2x軸方向変位 
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図 6.1.19 ケース 2内空側最小主応力 
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ケース 3 の地山側最大主応力と内空側最小主応力について考察する．凡例の step7,9,10,13，
25 はそれぞれ表 6.1.7の No.に対応しており，それぞれ足付け部掘削，①掘削，②掘削，③
掘削，最終ステップの結果である． 
 各ステップの地山側最大主応力および z 軸方向変位(トンネル鉛直方向)をそれぞれ図
6.1.20，図 6.1.21 に示す．地山側最大主応力がケース 2 よりも大きくなった要因として，
ケース 3 は足付けコンクリートの先行打設のため，覆工脚部を一括で掘削している．その
ため既往研究 3)で示された「施工延長が長い方が覆工脚部には不利」という結果と同様な理
由でインバート施工開始位置と終了位置の主応力が卓越したと考えられる．実際には足付
けコンクリートの施工は短区間で行うため，覆工地山側の主応力は本解析よりも低下する
と考えられるが，より詳細な解析が必要であると考えられる．また，足付けコンクリート
を一括で施工していることも要因であると考えられるが，鉛直変位が一体的に挙動してい
る．また，ステップごとの変位量の差も小さい．このことからも足付けコンクリートの施
工は既設覆工に有効であると考えられる． 
 各ステップの内空側最小主応力を図 6.1.22に示す．最小主応力も同様にケース 2 よりも
一体に挙動していることがわかる．ケース 2 の①，②区間の境界部のような応力集中をつ
くらないという点でも足付けコンクリートの施工は有効であるといえる． 
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図 6.1.20 ケース 3地山側最大主応力 
 
 
図 6.1.21 ケース 3z軸方向変位 
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図 6.1.22 ケース 3内空側最小主応力 
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2) 鋼管および中詰コンクリート 
(1) 数値解析結果 
 複合構造インバートの平面図と 1 本目の上段鋼管正面の最大主応力分布を図 6.1.23に示
す．この図から鋼管および中詰コンクリートは追越車線側の地盤とインバートコンクリー
ト継ぎ目で卓越していることがわかる．同様に最小主応力は背面で卓越していたことから，
上段と下段それぞれで正面側，背面側で本数ごとに結果抽出を行った．凡例等の定義を図
6.1.24に示す． 
 
 
図 6.1.23 鋼管最大主応力分布 
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図 6.1.24 凡例定義 
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鋼管の主応力結果をケース毎にそれぞれ図 6.1.25～図 6.1.28に示す． 
 
図 6.1.25 ケース 1鋼管主応力 
 
 
図 6.1.26 ケース 2鋼管主応力 
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図 6.1.27 ケース 3鋼管主応力 
 
 
図 6.1.28 ケース 4鋼管主応力 
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 各ケースの鋼管の最大応力を表 6.1.18に示す． 
 
表 6.1.18 鋼管最大応力 
単位:N/mm2 
 最大引張応力 最大圧縮応力 
ケース 1 
発生箇所 
174.8 
上段 1 本目正面 
364.6 
下段 10 本目背面 
ケース 2 
発生箇所 
121.5 
上段 2 本目正面 
93.8 
下段 10 本目背面 
ケース 3 
発生箇所 
114.2 
上段 2 本目正面 
80.1 
下段 30 本目正面 
ケース 4 
発生箇所 
130.27 
上段 2 本目正面 
80.2 
下段 30 本目正面 
 
 最大応力はすべてのケースにおいて抽出箇所であった． 
 ケース 1~3 で比較すると，ケース 3 の主応力が最も小さい．これは足付けコンクリート
を先行打設したため，インバート部の掘削領域が小さいからと考えられる． 
 ケース 3 とケース 4 を比較すると中詰コンクリートの最大引張応力が減少したためケー
ス 3 よりもケース 4 が大きい結果である．最大圧縮応力に関してはほとんど変わらない結
果である． 
 実際に使用する鋼管を STK400 と想定すると，耐力及び降伏は 235 N/mm2，引張強度は
400 N/mm
2 である．今回の解析ケースではケース 1 を除き強度内である． 
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 同様に，中詰コンクリートの主応力結果をそれぞれ図 6.1.29～図 6.1.32に示す． 
 
図 6.1.29 ケース 1中詰コンクリート主応力 
 
 
図 6.1.30 ケース 2中詰コンクリート主応力 
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図 6.1.31 ケース 3中詰コンクリート主応力 
 
 
図 6.1.32 ケース 4中詰コンクリート主応力 
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 各ケースの中詰コンクリートの最大応力を表 6.1.19に示す． 
 
表 6.1.19 中詰コンクリート最大応力 
単位:N/mm2 
 最大引張応力 最大圧縮応力 
ケース 1 
発生箇所 
19.8 
上段 1 本目正面 
53.3 
下段 10 本目背面 
ケース 2 
発生箇所 
14.31 
上段 2 本目正面 
11.2 
下段 10 本目背面 
ケース 3 
発生箇所 
14.7 
上段 2 本目正面 
9.0 
下段 30 本目正面 
ケース 4 
発生箇所 
3.0 
多数 
10.1 
下段 30 本目正面 
 
 最大応力はすべてのケースにおいて抽出箇所であった． 
 ケース 1~3 で比較すると，引張ではケース 2，圧縮ではケース 3 の主応力が最も小さい． 
 ケース 3 とケース 4 を比較すると，Mohr-Coulomb の構成則を用いたケース 4 の最大主応
力が大幅に抑制された．また，有効数字を小数点第一位で示すと 3.0 という値であるが，実
際に最大引張応力は 3 には達しておらず，引張破壊は生じていない．  
 中詰コンクリートの圧縮強度を 30 N/mm2 と想定すると，今回の解析ケースではケース 1
を除き強度内である．また，引張強度を圧縮強度の 1/10(3.0 N/mm2)と仮定すると，ケース 4
のみ強度内である． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
                          第 6 章 三次元解析による検討 
- 99 - 
 
(2) 考察 
 鋼管と中詰コンクリートの主応力の発生メカニズムを特定するため，ケース 1 の上段鋼
管1本目の最大主応力と変位を用いて考察する．図6.1.33にStep10(②地盤掘削時：表 6.1.5，
No.10 参照)の最大主応力と y 軸方向変位(トンネル縦断方向)を示す． 
 
 
図 6.1.33 ケース 1Step10最大主応力と y軸方向変位 
 
 図 6.1.33からインバートコンクリートと接続している部分は変位量が少ないが，非掘削
区間は変位量が大きいことがわかる．以上のことから地盤掘削による変位で中詰コンクリ
ート鋼管の接続部に曲げが作用していることがわかる． 
 ステップごとの鋼管の変形メカニズムの概略図を図 6.1.34 に示す．Step9 でインバート
を打設した後に Step10 で地盤が掘削されるとインバートから遠い走行車線側の変位が大き
くなる．そのため接続部の正面側では引張，背面側では圧縮が発生する．Step16 の④地盤
掘削では 1 本目付近の中詰コンクリート鋼管には土圧によりさらに負荷が生じる．逆に 10
本目付近の中詰コンクリート鋼管には土圧により中詰コンクリート鋼管が押し戻され応力
が緩和される．このようなメカニズムにより 1 本目や 30 本目の境界部付近で主応力が卓越
すると考えられる． 
 また，中詰コンクリート鋼管も覆工と同様に，変位により主応力が発生していることか
ら，土留めのモデル化を行えば主応力が減少すると考えられる． 
 
横断面中央の非掘削区間
①インバート
コンクリート ④走行車線側地山
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図 6.1.34 変形メカニズム概要図 
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x 
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 ケース 4 では中詰コンクリートを Mohr-Coulomb の構成則を用いて解析を行った結果，引
張強度までの引張応力を受け持つが鋼管がその分を受け持つが，鋼管の引張強度まで達し
ないという結果となった．本解析ケースには示していないが，鋼管により厳しい引張強度
σt =0.0(N/mm2)の物性でも解析を行ったが，鋼管に関しては強度内であった．したがって，
鋼管の主応力に関して，施工時荷重は強度内であるといえる． 
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3) インバートコンクリートおよび足付けコンクリート 
(1) 数値解析結果 
インバートコンクリートおよび足付けコンクリートの最大主応力と最小主応力のコンター
をケース毎にそれぞれ表 6.1.20～表 6.1.23に示す．先行して施工した追越車線側への影響
が走行車線側よりも大きかったことから，追越車線側の結果を示す．また，最大応力発生
箇所を円で示す． 
 
表 6.1.20 ケース 1インバートコンクリート主応力コンター 
最大主応力 
 
N/mm2 
 
最小主応力 
 
N/mm2 
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表 6.1.21 ケース 2インバートコンクリート主応力コンター 
最大主応力 
 
N/mm2 
 
最小主応力 
 
N/mm2 
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表 6.1.22 ケース 3インバートコンクリート主応力コンター 
最大主応力 
 
N/mm2 
 
最小主応力 
 
N/mm2 
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表 6.1.23 ケース 4インバートコンクリート主応力コンター 
最大主応力 
 
N/mm2 
 
最小主応力 
 
N/mm2 
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 表 6.1.24にケース毎の最大応力を示す． 
 
表 6.1.24 インバートコンクリート最大応力 
                                                  単位:N/mm2 
 最大引張応力 最大圧縮応力 
ケース 1 
発生部位 
36.9 
①，②区間境界部 
66.3 
②，③区間境界部 
ケース 2 
発生部位 
11.3 
1 本目上段鋼管接続部 
18.3 
①，②区間境界部 
ケース 3 
発生部位 
12.5 
③，非インバート施工区間境界部 
8.9 
③，非インバート施工区間境界部 
ケース 4 
発生部位 
12.5 
③，非インバート施工区間境界部 
8.9 
③，非インバート施工区間境界部 
 
 最大値で比較すると，最大引張応力はケース 2，最大圧縮応力はケース 3,4 で小さい．最
大値発生部位は覆工の最大値発生部位と類似している． 
 ケース 3 とケース 4 で比較すると，中詰コンクリートの構成則の違いはインバート部の
最大値の発生部位が変わるほどの影響はなかったといえる．しかし，前述の通り足付けコ
ンクリートが一括で施工されているため最大値が境界部に発生していると考えられ，足付
けコンクリート部の施工を詳細に解析で行うと最大値発生部位がケース 2 のように鋼管と
の接続部になり，最大値が変わる可能性もあるといえる． 
 インバートと中詰コンクリート鋼管の接続部について，圧縮応力よりも引張応力に関し
て影響があるといえる．また，発生した値に関しては覆工で発生した主応力よりも小さい
ことがわかる． 
 
 今回の解析は覆工の各スパンの間の不連続性はモデル化していないため，覆工が完全連
続体になっており，影響は大きく生じていると考えらえる．一方実務においては各覆工ス
パンの状態が不明確であることを考えると，各スパンを跨ぐ形での足付けコンクリートの
打設が望ましいと考えられる． 
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6.1.5 まとめ 
 本解析結果を以下にまとめる． 
 
1) 施工過程について 
1. 覆工 
 最大値としてはケース 2 が有利である．しかしながら，ケース 3 は足付けコンクリート
を一括施工しているという点に留意すれば，掘削による既設覆工にかかる影響を抑制でき
ることから有効であるといえる． 
2. 中詰コンクリート鋼管 
 ケース 3 が有利である． 
3. 足付けコンクリートおよびインバートコンクリート 
 最大引張応力はケース 2，最大圧縮応力はケース 3 が有利である．最大引張応力に関して
はほとんど最大値に差はないといえる． 
 
2) 中詰コンクリートの構成則の影響 
 ケース 4で中詰コンクリートの引張応力を引張強度内に収めるためにMohr-Coulombの破
壊基準と引張強度を設定した結果，引張応力は強度内となった．鋼管の主応力が増加した
が，施工過程にかかる応力は強度内となった． 
 
 以上から提案する複合構造インバートの施工方法は以下の通りである． 
 
 複合構造インバートの施工区間は盤膨れが生じている箇所だけでなく，境界部の影響を
考慮し隆起が生じていない地点まで施工を行う．施工方法ははじめに覆工脚部に足付けコ
ンクリートの先行打設を行い，既設覆工の補強を行う．その後掘削を先行しながら鋼管や
中詰コンクリートおよびインバートコンクリートの打設を行う．また，鋼管，中詰コンク
リートの施工を除いた同様の工程を走行車線側においても繰り返し施工する． 
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6.2 除荷剛性を考慮したインバート施工による影響 
 トンネル掘削は図 6.2.1のように，地山の鉛直方向応力は解放(除荷)される．それに伴い，
掘削後の掘削底面および周辺地盤等が隆起するリバウンドという現象がある．また，数値
解析において，このリバウンドは実測値以上の変位が発生する(解析上のリバウンド)という
問題もある．これは事前解析において精度よい解析結果が得ることが難しいという問題点
がある． 
 
 
図 6.2.1 トンネル掘削概要図 
 
 複合構造インバートの施工においても同様に，数値解析上で路盤下を掘削することで解
析上のリバウンドの問題を有しているといえる．この解析上のリバウンドに対する研究は
様々に行われており，ここでは 2 つの手法を示す． 
 
・除荷領域に該当する領域の弾性係数を掘削と同時に一様に高める． 
・載荷と除荷で弾性係数を変えることができる構成則を用いる． 
 
 第 1 の手法は簡易的に用いることができ，実務でも使用されることのある手法ではある
が，予測していない除荷領域では反映できないというデメリットがある．第 2 の手法は第 1
の手法のデメリットを解消できるが，適応された実績が少ない．  
 本研究では当初第 2 の手法を用いた．この手法は当研究室でも用いられた知見 6)を活かし
て研究を進めることを試みたが，解析の収束には至らなかった．詳細については再現解析
を行えるように付録 1に示す．解析の収束に至らなかった要因としては，①メッシュ数，
②メッシュ精度が挙げられる．また，複数の解析ケースで解析を行ってきた傾向としては，
要素はトンネル縦断方向に均一なほど収束しやすく，構成則による判定領域を小さくする
ほど収束しやすいことがわかった． また，除荷剛性が高いほど収束しにくいことがわかっ
た．本研究室で行った既存研究 6)では 2 次元数値解析であったため，トンネル縦断方向の影
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響は考慮されていない．本研究では 3 次元数値解析で適用しようと試みたため，トンネル
縦断方向の影響が解析の収束に影響がある可能性も考えられる．以上から，メッシュ数や
メッシュ精度の問題を解消したとしても，トンネル縦断方向に一定ではない掘削を試みる
のは困難と判断し，第 1 の手法で解析を行った． 
 
6.2.1 解析モデル 
 解析モデルを図 6.2.2 に示す．解析モデルは前述した理由からメッシュ数を少なく簡略
化した部分モデルである．モデルは縦断方向に 40ｍである．インバート施工区間は 0.4m ピ
ッチで要素を分割し，非インバート施工区間の境界部は 0.8m ピッチで要素分割している． 
また，部分モデルであることから，地山による外荷重の影響や覆工を考慮しないで解析を
行っている．そのため 6.1 節までの主応力よりも小さいと推察できる．境界条件は 3 辺ロ
ーラー支持とした．このモデルで，除荷剛性を考慮した解としない解の相対比較を行い，
除荷剛性がどのような効果を発揮するのか調べた． 
 
 
図 6.2.2 解析モデル 
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6.2.2 物性値 
 本解析で用いた地山物性は 6.1節と同様である．構成則も同様に Mohr-Coulomb の降伏基
準による弾完全塑性とした．なお，除荷剛性倍率は 6.2.3項に記すが 5 倍とした． 
 
表 6.1.1 地山物性値 1)(再掲) 
変形係数 
E(N/mm
2
) 
ポアソン比 
ν 
単位体積重量 
γ(N/mm3) 
粘着力 
c (N/mm
2
) 
内部摩擦角 
φ(deg) 
36 0.4 2.00E-05 0.319 25 
 
 構造の物性について，6.2.1項で示した通り，吹付けコンクリートと覆工は用いていない．
インバートコンクリート，中詰コンクリート，鋼管の物性については 6.1節と同様である． 
 
表 6.1.2 構造物性値 1)(一部のみ再掲) 
 
変形係数 
E(N/mm
2
) 
ポアソン比 
ν 
単位体積重量 
γ(N/mm3) 
インバート 
コンクリート 
22,000 0.2 2.30E-05 
中詰 
コンクリート 
28,000 0.2 2.30E-05 
鋼管 200,000 0.3 7.70E-05 
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6.2.3 解析ケース 
 本解析で実施した解析ケースは全 2 ケースである．ケース 1 は除荷剛性を考慮しない物
性変更なしのケースである．ケース 2 は除荷剛性を考慮した物性変更ありのケースである．
地盤掘削による除荷の影響として，地山全体の弾性係数を 5 倍 7)(180N/mm2)とする．地盤掘
削の除荷剛性については 2~12 倍まで様々な研究成果 6)，7)，8)，9)があり，土被りや山岳やシー
ルド，開削などの掘削方法によって異なる．本研究では，実験結果より算出した値を用い
た．また 6章の序論でも触れたように，本来は除荷領域に該当する領域のみの剛性を高め
るべきであるが，除荷領域に該当する領域が明確に判断できないことや，恣意的に領域を
区切るべきではないことから部分解析モデル全体の地山剛性を物性変更する． 
 解析ステップについて表 6.2.1に示す． 
 
表 6.2.1 解析ステップ 
No. 施工内容 
1 要素発生(自重解析) 
2 変位クリア 
3 足付け部掘削 
4 足付けコンクリート打設 
5 12ｍ地盤掘削 
6 中詰コンクリート鋼管打設 
7 インバートコンクリート打設 
8 変位クリア(+物性変更) 
9 12m 地盤掘削 
 
 Step1,2 は表 6.1.4と同様に要素発生とともに重力をかけ，変位をゼロセットしている．
Step3,4 は 6.1節ケース 3 と同様に足付けコンクリートを打設している．Step5~7 では 6.1章
と異なり，掘削領域を 1.5 倍の 12m と設定した．これは掘削解放領域を大きくし，解放に
よる除荷の差を大きく見るためである．そのため 1 度に打設する中詰コンクリート鋼管の
本数も上下 10 本ずつから 15 本ずつに変更されている．Step7~9 のケース毎の違いを概略図
にて図 6.2.3に示す．また，物性変更による応力および変位の差について評価するため，
Step8 で変位をゼロセットしている． 
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図 6.2.3 掘削概略図 
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6.2.4 数値解析結果と考察 
 構造体，地山の主応力および変位についてまとめる．解析結果の応力表示は引張応力を
正とする．また，解析結果はすべて全施工過程終了時の結果である． 
 
1) 構造体主応力 
 ケース毎の鋼管，中詰コンクリートおよびインバートの主応力について示す．また，評
価方法として式(6.2.1)に示すように，解析結果を相対比率で評価した． 
 
 
𝜎𝑐𝑎𝑠𝑒1 − 𝜎𝑐𝑎𝑠𝑒2
𝜎𝑐𝑎𝑠𝑒1
× 100 (6.2.1) 
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(1) 鋼管 
 表 6.2.2，表 6.2.3にケース毎の主応力コンターを示す．また，最大応力と相対比率を表
6.2.4.に示す． 
 
表 6.2.2 ケース 1鋼管主応力コンター 
最大主応力 
 
凡例 
N/mm
2
 
 
最小主応力 
 
凡例 
N/mm
2
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表 6.2.3 ケース 2鋼管主応力コンター 
最大主応力 
 
凡例 
N/mm
2
 
 
最小主応力 
 
凡例 
N/mm
2
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表 6.2.4 鋼管最大応力および相対比率 
                                                                   単位:N/mm2 
 ケース 1 ケース 2 相対比率 
最大引張応力 
発生箇所 
3.17 
下段 11 本目接続部下部 
2.73 
上段 11 本目接続部下部 
14%減 
最大圧縮応力 
発生箇所 
6.33 
下段 15 本目接続部背面 
4.94 
下段 15 本目追越側背面 
22%減 
 
 最大応力発生箇所は 2 ケースともに同一箇所であった．相対比率としては，引張，圧縮
ともにケース 2 の方が小さい． 
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(2) 中詰コンクリート 
 表 6.2.5，表 6.2.6にケース毎の主応力コンターを示す．また，最大応力と相対比率を表
6.2.7に示す． 
 
表 6.2.5 ケース 1中詰コンクリート主応力コンター 
最大主応力 
 
凡例 
N/mm
2
 
 
最小主応力 
 
凡例 
N/mm
2
 
 
 
                          第 6 章 三次元解析による検討 
- 118 - 
 
表 6.2.6 ケース 2中詰コンクリート主応力コンター 
最大主応力 
 
凡例 
N/mm
2
 
 
最小主応力 
 
凡例 
N/mm
2
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表 6.2.7 中詰コンクリート最大応力および相対比率 
                                                                   単位:N/mm2 
 ケース 1 ケース 2 相対比率 
最大引張応力 
発生箇所 
0.35 
下段 11 本目接続部下部 
0.29 
上段 11 本目接続部下部 
17%減 
最大圧縮応力 
発生箇所 
0.76 
下段 15 本目接続部背面 
0.33 
下段 15 本目追越側背面 
57%減 
 
 最大応力発生箇所は鋼管と同様に 2 ケースともに同一箇所であった．相対比率において
も鋼管と同様に，引張，圧縮ともにケース 2 の方が小さい． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
                          第 6 章 三次元解析による検討 
- 120 - 
 
(3) インバートコンクリート 
 表 6.2.8，表 6.2.9にケース毎の主応力コンターを示す．また，最大応力と相対比率を表
6.2.10に示す． 
 
表 6.2.8 ケース 1インバートコンクリート主応力コンター 
最大主応力 
 
凡例 
N/mm
2
 
 
最小主応力 
 
凡例 
N/mm
2
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表 6.2.9 ケース 2インバートコンクリート主応力コンター 
最大主応力 
 
凡例 
N/mm
2
 
 
最小主応力 
 
凡例 
N/mm
2
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表 6.2.10 インバートコンクリート最大応力および相対比率 
                                                                   単位:N/mm2 
 ケース 1 ケース 2 相対比率 
最大引張応力 
発生箇所 
0.32 
上段 12 本目接続部下部 
0.30 
上段 9 本目接続部下部 
7%減 
最大圧縮応力 
発生箇所 
0.54 
上段 15 本目接続部上部 
0.42 
上段 15 本目接続部上部 
22%減 
 
 最大引張応力について，発生本数はケース 1，2 で異なるが，発生箇所に違いはない．ま
た，本数に関わらず近い値をとっているため最大値の本数が異なったと考えられる．鋼管，
中詰コンクリートと同様に，相対比率はケース 1 の方がケース 2 よりも大きい． 
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2) 変位 
 表 6.2.11，表 6.2.12にケース毎の構造体の変位量について平面図と縦断図で示す．縦断
図は 15 本目の上下中詰コンクリート鋼管および接続しているインバートコンクリートの変
位図である．なお変形の倍率は 1000 倍に拡大している．また，最大変位について表 6.2.13
に示す．  
 
 
表 6.2.11 ケース 1構造体変位 
ケース 1 
平面図 
 
凡例 
 
 
 
 
N/mm
2
 
 
縦断図 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
トンネル縦断方向 
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表 6.2.12 ケース 2構造体変位 
ケース 2 
平面図 
 
凡例 
 
 
 
 
N/mm
2
 
 
縦断図 
 
 
表 6.2.13 構造体最大変位量 
                                                                    単位:mm 
 ケース 1 ケース 2 
最大変位量 
発生箇所 
0.266 
下段 15 本目鋼管走行車線側 
0.066 
下段 15 本目鋼管走行車線側 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
トンネル縦断方向 
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 表 6.2.14に地山の変位図について鳥瞰図で示す．なお鳥瞰図の変形の倍率は 1 倍である．
また，最大変位について表 6.2.15に示す． 
 
表 6.2.14 地山変位 
鳥瞰図 
ケース 1 
 
凡例 
 
 
 
 
 
 
N/mm
2
 
 
ケース 2 
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表 6.2.15 地山最大変位量 
                                                   単位:mm 
 ケース 1 ケース 2 
最大変位量 1.63 0.32 
  
 表 6.2.11，表 6.2.12から，ケース 2 の構造物の変位が大幅に抑制されている．卓越箇所
は掘削された点に最も近い施工された鋼管部である． 
 表 6.2.14から，地山変位においても同様にケース 2 の変位が抑制されている．卓越箇所
は掘削された地盤と近接された地盤の走行車線側の側方中央部である．追い越し車線側は
足付けコンクリートが打設されているため走行車線側よりも変位量が小さい． 
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3) 考察 
 変位，主応力の発生メカニズムは 6.1 節と同一であると考えられる．しかしながら，外荷
重を考慮していないことが主応力の大きさに影響を及ぼしているといえる． 
 表 6.2.16に各部材の相対比率を示す． 
 
表 6.2.16 構造体相対比率 
部材 主応力 相対比率 
鋼管 
最大引張応力 14%減 
最大圧縮応力 22%減 
中詰コンクリート 
最大引張応力 17%減 
最大圧縮応力 57%減 
インバート 
最大引張応力 7%減 
最大圧縮応力 22%減 
 
 表 6.2.16から，すべての部材において引張応力よりも圧縮応力の方が減少の割合が大き
い．これは引張応力の卓越箇所が主に接続部上部であり，圧縮応力が接続部背面であるこ
とからトンネル縦断方向変位の抑制による影響が大きかったからであるといえる． 
 
 変位量に関して，表から地山全体の弾性係数を上げたことで掘削による変位が大幅に減
少していることがわかる．表 6.2.17にケース 1 における Step8,9 時(変位クリア，12m 地盤
掘削)の地山の最大主応力と最小主応力の値および軸差応力を表に示す．抽出箇所は地山変
位最大値発生箇所の直近の地山要素である． 
 
表 6.2.17 ケース 1Step8,9地山最大主応力，最小主応力および軸差応力 
                                                    単位:N/mm2 
 最大主応力 最小主応力 軸差応力 
Step8 -1.0.E-03 -2.1.E-03 1.1.E-03 
Step9 2.9.E-04 -2.0.E-03 2.3.E-03 
 
 Step 8 から Step 9 にかけて軸差応力が増加している．モール円を用いて考えるとモール円
の直径が大きくなっているといえる．既往研究 6)，7)によると，モール円の直径が大きくなる
と「載荷」，小さくなると「除荷」と定義していることから，最大変位発生箇所は本来「載
荷」領域であるといえる．このことから，地山全体の弾性係数を上げたことで得られた解
は危険側ともいえる．今回は一律に地山の剛性を除荷剛性に変えているため，載荷の要素
の剛性も大きくなっている．しかし，6.1章の数値解析や図 6.2.1を考えると，今回の部分
モデルの大部分はトンネル掘削により除荷の影響を既に受けているともいえることから全
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体的な提言方向の挙動の評価は妥当と考える．したがって，6.1 章の研究成果は安全側であ
るともいえる． 
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6.2.5 まとめ 
 本節で得られた知見を以下に列挙する． 
・ 地山全体の弾性係数を上げた結果ではあるが，除荷が作用し弾性係数が大きくなると，
構造物の主応力，変位が小さくなる． 
・ また，引張応力よりも圧縮応力の方が抑制される． 
・ 地山全体の弾性係数を上げたことにより本節で得られた解は危険側といえる． 
・ しかし，6.1 節の研究成果は除荷を考慮していないことから安全側であるといえる． 
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第 7 章 
結論 
 
7.1 結論 
 本研究で得られた知見を以下に列挙する． 
・ 地山の膨張圧作用下において，覆工とインバートコンクリートの接続部で応力集中が発
生する．鋼管部では上段鋼管の中央上部で引張，下段鋼管の中央下部で圧縮が卓越する． 
・ 複合構造インバートの施工において，覆工および中詰コンクリート鋼管には主に掘削に
伴う変形を原因とする応力が生じる．1 施工区間を 6m とした場合でも破壊に至る箇所
があるが，解析モデルでは覆工目地を評価していない連続体の覆工モデルであるため，
厳しい条件のモデルとなっていることに留意が必要である． 
・ 地盤掘削に伴う除荷作用を考慮すると，複合構造インバートの施工において，地山剛性
の増加から，構造体に生じる応力が緩和される． 
 
7.2 今後の課題 
 今後の検討課題を以下に列挙する． 
・ 本解析の結果では強度を大きく上回った応力の卓越が発生している．それらの部位に対
して事前補強を検討する必要がある． 
・ 本解析では事前補強なしにインバート部の掘削を行った．既設覆工にとっては最も不利
な状況であり，その結果破壊に至る応力が発生した．実施工においては事前補強がなさ
れる例もあることから，ロックボルトなどの補強を含めた解析を行い，事前補強の効果
を含めた検討が必要である． 
・ 実施工においてはインバート施工延長が 100m を超えることが考えられる．本研究で行
ったインバート施工延長 24m では解析領域として不十分であると考えられる．インバー
ト施工延長を増加させた数値解析における挙動の予測としては，本解析の掘削中央部で
ある②，④区間の挙動を繰り返すのではないかと推測できる． 
・ 本研究の除荷作用を考慮した解析は 1 区間の掘削による評価を行った．実際の挙動とし
ては，除荷作用を受けた地盤が次の掘削で載荷領域になるといった挙動が繰り返される
とも考えられる．そのため，複合構造インバートの施工全体を追う様な解析を実現する
必要がある． 
・ 最終的な複合構造インバート補強工の実証では，数値解析による構造や施工方法の検討
だけでなく，経済性の評価を含めた総合的な検討が必要である． 
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7.3 施工方法の提案 
 本研究と事前補強を考慮した施工方法を図 7.3.1，図 7.3.2に示す． 
 
 
 
図 7.3.1 施工方法その 1 
 
 
 
 
 
 
 
 
                                  第 7 章 結論 
- 133 - 
 
 
 
図 7.3.2 施工方法その 2 
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付録 
 
付録 1 
 6.2 節に記した，実施した数値解析について示す．載荷と除荷の弾性係数を区別する構成
則として，Duncan-Chang の構成則を用いた．Duncan-Chang の構成則について以下に示す 1)． 
 
 地盤の応力-ひずみ関係は破壊条件に近接するほど非線形挙動するが，この現象を地盤係
数を変化させることによってあらわすことができる．Duncan と Chang が提示した式で，応
力-ひずみ曲線は双曲線であり，地盤係数は拘束力(confining stress)と軸差応力(最大せん断応
力の 2 倍)の関数である．この非線形材料モデルは三軸圧縮試験や文献から探しやすい物性
値のみ必要であるために有用に適用できる． 
 
 Duncan-Chang の非線形応力-ひずみ曲線は軸差応力 σ1-σ3 に対する軸ひずみ空間間で双曲
線の形を示す．応力状態と応力経路によって三つの地盤係数が必要である．すなわち，初
期係数 Ei，接線係数 Etそして除荷-再載荷(unloading-reloading)係数 Eurである．(図 1.1参考) 
 
 
図 1.1 非線形応力-ひずみ挙動 
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 図 1.2のように，縦軸が弾性係数と大気圧の比(E/pa)または体積係数と大気圧の比(Bm/pa)
になり，横軸が最大拘束圧と大気圧の比(σ3/pa)となる対数スケール(log scale)グラフによっ
て非線形弾性モデルに対する係数として数値などを得ることができる．縦軸が E/paのとき
σ3/pa=1 である点での関数値を通して初期載荷係数 K 値が得られ，このときのグラフ傾きか
ら初期剛性のための指数 n 値が計算でき，縦軸が Bm/pa である場合にはグラフの傾きから体
積係数のための指数 m が得られる． 
 
 
図 1.2 線形地盤物性値の決定 
 
 体積係数 Bmは式(1.1)のように定義される． 
 
 𝐵𝑚 =
(∆𝜎1 + ∆𝜎2 + ∆𝜎3)/3
∆𝜀𝑣
 (1.1) 
∆𝜎 ：主応力の変化量 
∆𝜀 ：体積ひずみの変化量 
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・初期係数 
 地盤が’0(zero)’の軸差応力(即ち，σ1-σ3=0)を受けるとき，応力-ひずみ挙動は初期係数 Ei
を使用して計算する．この初期接戦係数は拘束応力 σ3 によって制御され式(1.2)のように計
算される． 
 
 
 𝐸𝑖 = 𝐾𝐿𝑝𝑎 (
𝜎3
𝑝𝑎
)
𝑛
 (1.2) 
𝐸𝑖   ：拘束応力の関数である初期接線係数 
𝐾𝐿   ：載荷係数 
𝑝𝑎   ：大気圧 
𝜎3   ：拘束応力 
𝑛    ：初期係数に対する拘束応力の影響を定義するための指数．(0 ≤ 𝑛 ≤ 1) 
 
指数 n が 1.0 の場合，初期接線係数 Eiは拘束応力に比例する．一方，’0(zero)’の場合，Eiは
拘束応力とかかわりがない． 
 
拘束応力が引張状態にあると初期係数が’0(zero)’や’-(負)’になる可能性がある．このような
問題を防ぐために GTX NX では拘束応力に対する下限値を設定するようになっている．そ
の基本値は 0.01 paである． 
 
・接線係数 
 地盤は以前に経験したより大きい応力履歴を受けるとき，載荷経路によることが知られ
ている．この載荷経路を追うとき，その構成挙動は接線係数 Etによって支配される．この
接線係数は式(1.3)のように Duncan-Chang モデルから地盤物性，軸差応力 σ1-σ3，そして拘束
応力 σ3の関数として定義される． 
 
 𝐸𝑡 = [1 −
𝑅𝑓(𝜎1 − 𝜎3)(1 − sin 𝜑)
2𝑐 cos 𝜑 + 2𝜎3 sin 𝜑
]
2
𝐸𝑖 (1.3) 
𝐸𝑖   ：接線係数 
𝐸𝑖   ：初期接線係数 
𝜑    ：内部摩擦角 
𝑐    ：粘着力 
𝑅𝑓   ：双曲線に対する漸近線と最大せん断強度の比(普通 0.75～1 間の値) 
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 ここで，Etは最小値が制限される．最小接線係数の基本値は pa である．この値が小さ過
ぎると収束問題が起こる可能性がある． 
 
・除荷-再載荷係数 
 地盤が大きいせん断状態で除荷されたとき，非線形モデルは除荷-再載荷係数 Eurを使用す
る．この係数は KLの代わりに除荷-再載荷係数 Kur を使用することを除くと初期係数と類似
する方式で計算される(式(1.4))． 
 
 𝐸𝑢𝑟 = 𝐾𝑢𝑟𝑝𝑎 (
𝜎3
𝑝𝑎
)
𝑛
 (1.4) 
 
接線係数と異なり，この係数はせん断応力の影響を受けない．除荷-再載荷係数 Kurの定義
がされないと載荷係数 KLと同じと定義される． 
 
・ポアソン比 
 非線形弾性モデルのポアソン比は応力状態に関係ない定数に規定されることや，拘束応
力による土質体積係数で計算される．後者の場合，体積係数は式(1.5)で与えられる． 
 
 𝐵𝑚 = 𝐾𝑏𝑝𝑎 (
𝜎3
𝑝𝑎
)
𝑚
 (1.5) 
𝐵𝑚   ：体積係数(bulk modulus) 
𝐾𝑏   ：体積係数 
𝑚    ：初期係数に対する拘束応力の影響を定義するための指数．(0 ≤ 𝑚 ≤ 1) 
 
ポアソン比に対する体積係数の関係は式(1.6)のように弾性理論により定義される． 
 
 𝐵𝑚 =
𝐸
3(1 − 2𝜈)
 (1.6) 
 
上の式からポアソン比が’0(zero)’であれば𝐵𝑚 =
𝐸
3
であり，ポアソン比が 0.49 であれば
𝐵𝑚 = 17𝐸である．計算されたポアソン比の値は’0~0.49’までに制限される． 
 
・降伏領域 
 非線形弾性モデルに対して降伏条件は定義されない．ただ，この材料に対してせん断応
力が大きい領域を見せるため次の基準が満足する領域を降伏領域と定義する． 
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𝜎1 − 𝜎3
2
+
𝜎1 + 𝜎3
2
sin 𝜑 ≥ 𝑅𝑓𝑐 cos 𝜑 (1.7) 
 
Duncan-Chang の式で破壊比 Rf(failure ratio)は式(1.8)のように使用される． 
 
 (𝜎1 − 𝜎3)𝑓 = 𝑅𝑓(𝜎1 − 𝜎3)𝑢𝑙𝑡 (1.8) 
 
極限強度(𝜎1 − 𝜎3)𝑢𝑙𝑡項は双曲線応力-ひずみ曲線が大ひずみ域で接近する漸近線を示す．ま
た，(𝜎1 − 𝜎3)𝑓は破壊時の軸差応力である． 
 
 表 1.1に入力物性を示す．水色の箇所は入力が任意であり，オレンジの箇所は基準値が
ある． 
 
表 1.1 入力物性 
弾性係数 E 
粘着力 c 
内部摩擦角 φ 
初期載荷係数 KL 
指数 n 
破壊比 Rf 
除荷時弾性係数 Kur 
体積係数 Kb 
指数 m 
最小接線係数  
最小拘束応力 σmin 
大気圧 pa 
 
 本解析では載荷時と除荷時の弾性係数を分けることを目的としているため，除荷時弾性
係数 Kurは使用した．しかし，体積係数 Kb およびその指数 m は用いない．初期載荷係数は
KL =355 を基本とした．これは既往研究と同様に n=0 としたときの式(1.3)からの逆算値であ
る．また，既往研究から破壊比は Rf =1.0 を基本とした．他の物性値 E,c,φについては 6.1 節
と比較を行うため同値とした． 
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 本研究は 6.1節で用いた実解析モデルと簡易モデルを繰り返し用いることで研究を進め
た．実解析モデルと比較して，簡易モデルはメッシュ数が少ない．メッシュ精度はトンネ
ル縦断方向に均一である．また，解析時間は短い．一方で，実解析モデルはメッシュ数が
多く，メッシュもオートメッシュで作成している箇所も多い．その結果解析時間が長くか
かる．以上のことから，簡易モデルで試行錯誤した結果を実解析モデルに反映させる．そ
して，実解析モデルで失敗要因を考察し，簡易モデルにフィードバックする手法をとった．
解析結果の名称を以下に示す． 
・ 簡易モデル 
 [A]全域 Duncan-Chang 
 [B1~3]一部 Duncan-Chang 
 [B1]一部 Duncan-Chang (n, Rfパラメトリックスタディ) 
・ 実解析モデル 
 [R(A)]全域 Duncan-Chang 
 [R(B1)]一部 Duncan-Chang 
・ 疑似解析モデル 
 [R’(B1)]一部 Duncan-Chang 
 
 実解析モデルの R()は簡易モデルに対応している．以下の解析結果は実際に行った順番で
記す． 
 解析ステップを表 1.2に示す．内空の掘削領域は一括(40m)と境界部の最初の縦断方向の
単位である 3m を解析ケースごとに使い分けている．内空掘削で収束しているものを○，収
束しなかったものを×としている． 
 
表 1.2 解析ステップ 
No. 施工内容 
1 要素発生(自重解析) 
2 変位クリア 
3 内空掘削 
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1) 解析 part1，[A]全域 Duncan-Chang 
 解析モデルを図 1.3に示す．地山やトンネルの大きさ，配置は実解析モデルと同様とし
ている．解析ケースおよび解析結果を表 1.3に示す． 
 
図 1.3 [A]解析モデル 
 
表 1.3 [A]解析ケースおよび解析結果 
解析 
No. 
解析 
モデル 
掘削 
領域 
物性設定 
内空掘削 
収束判定 KL Kur 
倍
率 
n Rf c φ E 
1 A 3m 355 - - 0.0 1.00 0.319 25 36 ○ 
2 A 一括 355 - - 0.0 1.00 0.319 25 36 ○ 
3 A 一括 710 - - 0.0 1.00 0.319 25 36 ○ 
4 A 一括 355 533 1.5 0.0 1.00 0.319 25 36 ○ 
5 A 一括 355 1065 3.0 0.0 1.00 0.319 25 36 ○ 
6 A 一括 355 1420 4.0 0.0 1.00 0.319 25 36 ○ 
7 A 一括 355 1775 5.0 0.0 1.00 0.319 25 36 × 
8 A 一括 355 1775 4.5 0.0 1.00 0.319 25 36 × 
9 A 3m 355 1775 5.0 0.0 1.00 0.319 25 36 × 
10 A 3m 355 1775 4.5 0.0 1.00 0.319 25 36 × 
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No.1~3 から，除荷剛性の考慮を行わないと掘削領域に関わらず解析が収束している．No.4~8
から，除荷剛性 Kurの倍率を徐々に上げたが，目標値である Kur=5KLまで届いていない．ま
た，No.9,10 から，掘削領域を狭めても収束しないことが分かる．以上から，掘削領域が一
括，3m に関わらず，除荷剛性が高くなると収束しなくなることが分かる． 
 
2) 解析 part2，[R(A)]全域 Duncan-Chang 
 解析 part1 の結果を受け，実解析モデルでは除荷剛性を考慮せずに解析を行った．解析モ
デルを図 1.4に示す．解析ケースおよび解析結果を表 1.4に示す． 
 
 
図 1.4 [R(A)]解析モデル 
 
表 1.4 [R(A)]解析ケースおよび解析結果 
解析 
No. 
解析 
モデル 
掘削 
領域 
物性設定 内空掘削 
収束判定 KL Kur 倍率 n Rf c φ E 
1 R(A) 一括 355 - - 0.0 1.00 0.319 25 36 × 
2 R(A) 3m 355 - - 0.0 1.00 0.319 25 36 × 
3 R(A) 3m 710 - - 0.0 1.00 0.319 25 36 × 
4 R(A) 3m 355 - - 0.0 0.75 0.319 25 36 × 
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 表 1.4から，除荷剛性を入力しなくとも解析が収束していないことがわかる．6.2 節や前
述していたように，メッシュ量あるいはメッシュ精度が要因であると推測できる． 
 
3) 解析 part3，[B1~3]一部 Duncan-Chang 
解析モデルを図 1.5に示す．解析 part2 から解析が収束に至らない要因を解析メッシュ量と
仮定した．そこで，トンネルの周辺のみ Duncan-Chang の構成則を適用し，その他の地山を
Mohr-Coulomb の構成則を適用した．また，掘削を行う内空の要素も Mohr-Coulomb を用い
た． 図中の黄色のメッシュが Duncan-Chang で他の色のメッシュは Mohr-Coulomb である．
解析ケースおよび解析結果を表 1.5に示す． 
 
 
図 1.5 [B1~3]解析モデル 
B1 B2 
B3 
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表 1.5 [B1~3]解析ケースおよび解析結果 
解析 
No. 
解析 
モデル 
掘削 
領域 
物性設定 
内空掘削 
収束判定 KL Kur 
倍
率 
n Rf c φ E 
1 B1 一括 355 1775 5.0 0.0 1.00 0.319 25 36 ○ 
2 B2 一括 355 1775 5.0 0.0 1.00 0.319 25 36 ○ 
3 B3 一括 355 1775 5.0 0.0 1.00 0.319 25 36 × 
4 B3 3m 355 1775 5.0 0.0 1.00 0.319 25 36 × 
 
 表 1.5から，Duncan-Chang の領域が一定を超えると収束しない．あるいは，除荷判定の
領域が増えると収束しないと考えられる． 
 
4) 解析 part4，[R(B1)]一部 Duncan-Chang 
 解析 part3 を受け，内空を除くトンネル周辺の地山要素のみ Duncan-Chang の構成則を用い
た．図 1.6に解析モデルを示す．モデルは解析 part2 と同様である．赤点線内を Duncan-Chang
とした．内空を含む他の地山要素は Mohr-Coulomb である．解析ケースおよび解析結果を表
1.6に示す． 
 
 
図 1.6 [R(B1)]解析モデル 
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表 1.6 [R(B1)]解析ケースおよび解析結果 
解析 
No. 
解析 
モデル 
掘削 
領域 
物性設定 内空掘削 
収束判定 KL Kur 倍率 n Rf c Φ E 
1 R(B1） 一括 355 - - 0.0 1.00 0.319 25 36 ○ 
2 R(B1） 一括 355 710 2.0 0.0 1.00 0.319 25 36 × 
3 R(B1） 3m 355 710 2.0 0.0 1.00 0.319 25 36 × 
4 R(B1） 3m 355 710 2.0 0.0 0.75 0.319 25 36 × 
 
 表 1.6の No.1 より，実解析モデルではじめて収束という結果を得た．これは，
Duncan-Chang の構成則を用いたメッシュ量が減ったのが要因であると考えられる．しかし，
除荷剛性を考慮するまでには至らなかった．収束しない要因として，メッシュ精度あるい
はメッシュ量がまだ多いことが要因であると考えられる． 
 
5) 解析 part5，[B1]一部 Duncan-Chang (n, Rfパラメトリックスタディ) 
 解析 part4 より，メッシュ精度が向上することやメッシュ量を減少させ，内空掘削で収束
したとしても，それ以降のトンネル縦断方向に非均一な掘削で解析が収束するとは考えに
くい．そこで，解析の収束に影響があるパラメータを調査するための解析を行った．物性
値のフィッティングは収束がなされた後に照査する．今までの諸物性値では収束しない除
荷剛性 10 倍で解析を行う．調査するパラメータは今まで既往研究を参考にしてきた n と Rf
である．n は0 ≤ 𝑛 ≤ 1)であるため，0.5 と 0.0 で行った．Rfは0.75 ≤ 𝑅𝑓 ≤ 1)が推奨である
ため 0.75 で行った．その後 0.90 と 0.95 で実施した．解析モデルを図 1.7に示す．これは図
1.5B1 と同一である．また，解析ケースおよび解析結果を表 1.7に示す． 
 
図 1.7 [B1]解析モデル 
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表 1.7 [B1]解析ケースおよび解析結果 
解析 
No. 
解析 
モデル 
掘削 
領域 
物性設定 内空掘削 
収束判定 KL Kur 倍率 n Rf c φ E 
1 B1 一括 355 3550 10 0.0 1.00 0.319 25 36 × 
2 B1 一括 355 3550 10 0.5 1.00 0.319 25 36 × 
3 B1 一括 355 3550 10 1.0 1.00 0.319 25 36 × 
4 B1 一括 355 3550 10 0.0 0.75 0.319 25 36 ○ 
5 B1 一括 355 3550 10 0.0 0.90 0.319 25 36 ○ 
6 B1 一括 355 3550 10 0.0 0.95 0.319 25 36 ○ 
 
 表 1.7No.1~3 より，n を変化させても収束しないことがわかる．これは，式(1.2)より拘束
応力(
σ3
𝑝𝑎
≤ 1)が計算されることによって Eiが低下し，変位量が大きくなることで，より収束
に厳しい解析となったと考えられる． 
 また，表 1.7の No.1,4~6 より，Rfはすこしでも小さくすると収束することがわかる．こ
れは式(1.8)から，Rfは 1 を下回るにつれて応力-ひずみ曲線が漸近線を上回ることをしめし
ていることから，解析上では収束に優位になったと考えられる． 
 
6) 解析 part6，[R’(B1)]一部 Duncan-Chang 
解析 part5 を受け，解析が収束しやすい Rf=0.95 とした．今まで用いてきた実解析モデルは
トンネル縦断方向に不均一であるため，収束に影響があるとも考えられる．そこで，鋼管
を除く要素をメッシュの押出を用いて作成した．この擬似実解析モデルを図 1.8に示す．
この解析が良い結果を得た場合，鋼管要素およびその周辺のみ非押出でメッシュを作成す
ると想定した．Duncan-Chang の構成則を適用する範囲は今までと同様であり，他の地盤要
素も同様に Mohr-Coulomb を適用した．また，解析ケースおよび解析結果を表 1.8 に示す． 
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図 1.8 [R’(B1)]解析モデル 
 
表 1.8 [R’(B1)]解析ケースおよび解析結果 
解析 
No. 
解析 
モデル 
掘削 
領域 
物性設定 内空掘削 
収束判定 KL Kur 倍率 n Rf c φ E 
1 R'(B1） 3m 355 1775 5.0 0.0 0.95 0.319 25 36 ○ 
2 R'(B1） 一括 355 1775 5.0 0.0 0.95 0.319 25 36 ○ 
3 R'(B1） 一括 355 1775 5.0 0.0 0.95 0.319 25 36 ○ 
4 R'(B1） 一括 710 1775 5.0 0.0 0.95 0.319 25 36 × 
5 R'(B1） 一括 710 1775 5.0 0.0 0.95 0.319 25 36 × 
 
 表 1.8 の No.3 から，本解析で試みていた Kur=5Klの解析に成功した． 
 この結果を活かし，その後の吹付けコンクリートおよび覆工の打設のステップまで解析
を試みた．しかし，吹付けコンクリート打設の時点で解析が収束しなかった．応力解放率
を考慮できないことから，吹付けコンクリートを打設したステップで地山応力および変位
量が変化していることは考えにくい．また，吹付けコンクリートにも応力が作用していな
いはずである．このことから，収束しなかった要因を推察すると，ステップが増加したこ
とで地山の弾性係数が初期係数 Eiから接線係数 Etに変化したことで収束しにくくなったと
考えられる． 
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7) まとめ 
 試行錯誤の結果，内空掘削までは解析が成功したが，その後のステップに進むことがで
きない．吹付けコンクリートおよび覆工の打設のステップまで解析が成功したとしても，
トンネル縦断方向に一定ではない掘削が控えているため，さらに解析の収束の難易度が増
すと考えられる．以上の理由から，6.2 節では Duncan-Chang の構成則による除荷作用の影
響を見ることを断念し，違う方法で除荷作用の評価を行った． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
                                         付録 
- 148 - 
 
付録 2 
 膨張圧による影響検討 
 複合構造インバートにおいて，通常のインバートとは異なり，鋼管の千鳥配置であるこ
とから完全に断面を閉合しているとは言えない．そこで地盤が膨張圧を受けることで，鋼
管と鋼管の隙間における地盤のすり抜けを考慮し，地盤の隆起が発生するかどうかについ
て検討した． 
本解析では，トンネル縦断面における二次元解析を行うことで，施工終了後に地盤からの
膨張圧による影響を考慮し，地盤に生じる接触圧の発生状況を検討した．トンネル挙動に
関する数値解析では，一般的に連続体解析に適した有限要素法（FEM）が多く用いられ，
既往研究 3)でも類似の検討を行っている．しかし，不連続体の挙動や地山の崩壊を模擬する
ことが困難であるため，不連続解析の一つである個別要素法（DEM）を用いる． 
二次元 DEM 解析は MAEDA-mmDEM を使用する． 
 
1) 解析モデル 
 本解析では解析領域を縦 900mm，横 2000mm とした．簡便のため鋼管は 5 本のみとして
いる．白い円は紙面法線方向に配置している鋼管断面，小さい粒子は地盤をモデル化して
いる．解析モデル図を図 2.1 に示す．地山要素半径は 6mm，鋼管要素半径は 82.6mm とし
ている．境界条件は側面と底面の 3 辺固定とした．また，重力は考慮している． 
 
 
図 2.1 解析モデル 
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2) 物性値 
 本解析に用いた諸物性を表 2.1に示す．この物性は，6章と同様に盃山トンネルの物性を
参考としている．構成則は Mohr-Coulomb の破壊基準を用いている．応力表記は圧縮が正で
あり，解析ソフトの特性により引張強度を入力しなければならないことから， 
τ = c + σ tan 𝜑 = 0として計算した値を引張強度としている． 
円要素（鋼管）の物性値は，本来の物性値を用いると解析が収束しないため，円要素（鋼
管），線要素の弾性係数，せん断弾性比，粘着力，内部摩擦角は円要素（地山）と同様な
ものを用いている．また，円要素と線要素の粘着をカットしている． 
 
表 2.1 物性値 
 変形係数 
(N/mm
2
) 
せん断弾性比 
引張強度 
(N/mm
2
) 
粘着力 
(N/mm
2
) 
内部摩擦角 
(deg) 
単位体積重量 
(N/mm
3
) 
円要素 
(地山) 
36 0.2 -0.68 0.319 25 2.00e-05 
円要素 
(鋼管) 
36 0.2 -0.68 0.319 25 7.70e-05 
線要素 36 0.2 0 0.319 25 2.00e-05 
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3) 解析ケース 
 本解析では，解析モデルの最下段に並んだ円要素に Z 軸方向上向きの力を与えることで
膨張圧を再現する．地盤モデルの配置の異なる 2 ケースの解析を行った．解析ケースを表
2.2に示す．ケース 1 は地盤モデルの円要素が完全千鳥配置となっている．ケース 2 は実際
の地盤を考慮した不均一な配置となっている．不均一配置では要素径を複数用いたほうが
より現実的ではあるが，今回は簡易化のため要素径は 6mm のみとなっている． 
 
表 2.2 解析ケース 
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4) 数値解析結果と考察 
・接触圧 
 解析は底面要素に力をかけてから要素の変位が生じなくなるまで行った．解析総 step に
対して，区切りを 100step 設けた．ケース 1，2 における区切った step の 1，5，100step 目の
結果を図 2.2および図 2.3に示す．接触圧の単位は N/mm2 である． 
 
 
 
図 2.2 ケース 1step毎の接触圧 
Step1 
Step5 
Step100 
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図 2.3 ケース 2step毎の接触圧 
 
 
 
 
 
Step1 
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 図 2.2 から，上段鋼管と下段鋼管で接触圧の違いがわかる．これより，動かない鋼管が
支点となって力の伝達がなされていることがわかる．Step5 の右側の地表面で要素が跳ねて
いることが確認できる．しかし，ステップが進むごとに要素の動きが落ち着いていくこと
からも，地盤の隆起ではなく，個々の粒子の収束の問題であり，解析の境界の影響である
と考えられる． 
 図 2.3から，ケース 1,2 を比較すると，ケース 1 においては地山粒子の規則配列の影響が
強く生じているが，ケース 2 においては応力伝達経路が分散されている結果になった．ケ
ース 1 と同様に，鋼管の上部側と下部側で接触圧の違いが見られることから力の伝達はな
されている． 
2 ケースにおいて実現象に近い力の伝達状況になっているが，どちらのケースにおいても鋼
管の上部側と下部側で接触圧の違いが見られることから，力の伝達は行われており，解析
上で地盤が隆起するということはなかった．また，地表面の粒子における鉛直変位量もほ
とんどない． 
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